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序     文 

 

日本国政府は、エチオピア国政府の要請に基づき、「地下水開発・水供給訓練計画フェーズ３」を

実施することを決定し、2009 年 1 月から 2013 年 11 月までの約 5 年のプロジェクトとして、プロジ

ェクトを実施しています。 

当機構は、プロジェクト開始から約 4 年半が経過した 2013 年 5 月に、終了時評価調査団を現地に

派遣し、エチオピア側のカウンターパートと合同でこれまでの活動実績ならびにその結果について終

了時評価を行いました。 

この評価結果はミニッツに取りまとめられ、日本国・エチオピア国双方合意のもとに、署名交換が

行われました。本報告書は、今回の終了時評価調査および協議結果をとりまとめたものであり、今後、

本案件を効果的、効率的に実施して行くための参考として、広く活用されることを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

2013 年 6 月 

 
 

独立行政法人国際協力機構 

エチオピア事務所 

所長 神 公明 
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評価調査結果要約表（和文） 

１. 案件の概要 

国名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：地下水開発・水供給訓練計画フェーズ 3 

分野：水資源開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：エチオピア事務所 協力金額（終了時評価時点）：5.7 億円 

協力 
期間 

2009 年 01 月 06 日 ～ 
2013 年 11 月 30 日

（R/D）: 2008 年 10 月 16 日 

先方関係機関：水エネルギー省、エチオピアウォーター

テクノロジーセンター（EWTEC） 

日本側協力機関：国際航業株式会社 

他の関連協力： 
 地下水開発・水供給訓練プロジェクト（フェーズ 1）
（技術協力プロジェクト：1998 年 1 月～2005 年 3 月）

 地下水開発・水供給訓練プロジェクト（フェーズ 2）
（技術協力プロジェクト：2005 年 3 月～2008 年 3 月）

 エチオピア国給水のための人材育成機材整備計画 
（無償資金協力：2009 年 3 月～2011 年 7 月, G/A 期間）

１-１ 協力の背景と概要 
エチオピア連邦共和国（以下、「エ」国）の村落部に住む人々の安全な水へのアクセス率は

わずか 36％である。これは、サブサハラ地域の村落部における平均 49%と比較しても、極め

て低い数値である。また、国家レベルの数値は、サブサハラ全域の平均 61%に対し、約 45%
にとどまっている（2009 年、UNICEF/WHO）。「エ」国の水と公衆衛生目録によれば、2012 年

末の村落部における安全な水へのアクセス率は 58.7%であり、国家レベルとして 61.6%であっ

た。「エ」国住民の多くは、生活用水の確保に多大な時間と労力を費やさざるを得ず、安全な

水の供給は基礎教育・保健医療・農村開発等と密接に関連する横断的な課題となっている。 
このような中、1994 年に始まった「エ」国政権の地方分権化政策により、地方給水事業の

維持管理の権限は各州政府に移管された。その中で、地方行政の予算確保や人材育成の遅れに

より、各州政府が独自に給水事業を展開するために技術者の育成と適切な給水施設の維持管理

が急務となった。2005 年に「エ」国の水セクター計画である「国家給水衛生向上計画」（UAP）
が策定され、2011 年に UAP2 に改訂された。UAP2 には、2015 年までに約 2 万人の技術者の

育成が必要であると記載されている。 
以上の背景の下、「エ」国政府の要請に基づき、JICA は 1998 年 1 月から「エ」国水資源省

（現水エネルギー省）をカウンターパート（C/P）機関として技術協力プロジェクト「地下水

開発・水供給訓練プロジェクト」（フェーズ 1）を開始し、アディスアベバ訓練センター（現

エチオピアウォーターテクノロジーセンター（以下、EWTEC））新設にかかる支援及び同セン

ターにおける基礎コースの設置（「地下水管理」「掘削技術」「掘削機械整備」「電気機械」）・実

施支援等を行った。その結果、EWTEC には中心的な給水人材育成機関としての機能が定着し

た。後続プロジェクトであるフェーズ 2 では、フェーズ 1 で設置された基礎コースに給水技術

が、そして地下水モデル、GIS 及びリモートセンシングがアドバンスコースに追加され、これ

らのコースがカウンターパートにより調整・運営管理されることが期待されていた。 
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フェーズ 3（以下、プロジェクト）においては、プロジェクトの開始当初、EWTEC が財政

的に独立した組織になることを期待されていたが、エチオピア政府の意向により公的機関エチ

オピアウォーターテクノロジーインスティチュート（以下、EWTI）への組織変更が決定して

おり、プロジェクト終了時までに組織変更されると予想される。 
 

１-２ 協力内容 
(1) 上位目標： 「エ」国における持続的な給水施設の建設及び維持管理を行う

ために地下水管理、水供給管理を行う技術者が増加する。 
(2) プロジェクト目標： 「エ」国における地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機

関としての EWTEC の機能が確立される 
(3) 成果： 

1) 研修の質を持続的に確保するための研修マネジメントシステム（計画－実施－モニタリ

ング－評価）が強化される。 
2) 研修を通じ、公的セクター（政府関係者）、民間、NGO の技術者及び TVETC 教員、並

びに近隣アフリカ諸国の受講生の地下水開発・水供給にかかる技術力が向上する。 
3) 研修事業を実施する EWTEC 職員（研修講師／コーディネーター）の指導能力が向上す

る。 
4) EWTEC の組織、財務、会計、人材、マーケティング、ワークショップ管理の自立的な

組織運営能力が強化される。 
(4) 投入（2013 年 4 月末時点）： 
 日本側        ： 
 長期専門家派遣人数： 17 名 本邦研修受入人数： 11 名 
 機材供与額： 5,942,154 円+ 31,262 米ドル+ 277,749 エチオピアブル 
 在外事業強化費： 117,337,000 円 + 1,199,253 米ドル 
 「エ」国側  ： 
 カウンターパート配置人数： 14 名 
 ローカルコスト： 10,101,580 エチオピアブル 
 その他： EWTEC 建物内に執務室 

 

２. 評価調査団の概要 

日本側 総括 
技術アドバイザー 
協力企画 
評価分析 

 神 公明 
 丸尾 祐治 
 角 幸康 
 山田 千晶 

JICA エチオピア事務所 所長 
JICA 地球環境部 国際協力専門員 
JICA エチオピア事務所 企画調査員 
ペガサスエンジニアリング株式会社 

「エ」国側 Mr. Asamnew Gulula 水エネルギー省、水分野能力強化局 

調査期間 2013 年 5 月 10 日～5 月 31 日 評価種類 終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 
(1) プロジェクト目標の達成度：概ね達成されている 

EWTEC が発行している資格証明書は、水セクターにおいて認知され始め、特に掘削技術コ

ースの証明書は、就職にもその効果が表れている。EWTEC 職員の能力に関して、プロジェク
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ト活動を通じ、研修に係る一連の業務のうち、研修の実施能力は十分とは言えないものの、

研修の計画立案、調整、評価を行う能力は向上したと言える。また、日本側のサポートの下、

水エネルギー省、EWTEC 及び教育省により、中長期戦略のドラフトが作成された。この中長

期戦略のドラフトは、EWTI 設立に係る法令・法案が閣僚会議に承認されたのち、上記 3 機関

により修正され、首相府に承認される予定である。 
(2) 成果の達成度 
成果 1： 概ね達成されている 

理解度試験は、各基礎コースにおいては、終了時に実施されているが、アドバンスコース

やオンデマンドコースでは、研修期間が 2 週間と短く、また研修時間の大半が実地研修に充

てられているため、実施されていない。ニーズ調査、コース評価、インパクト調査及び聞き

取り調査は、C/P が中心となって定期的に実施されており、それらの結果は次の研修計画に反

映されている。また、外部講師評価データベースは開発され、更新されているものの、EWTEC
が直接外部講師を雇用できないことから、データベースは現在活用されてない。EWTEC 職員

は、研修の質を維持・改善するために、研修実施マニュアルを作成したり、内部ミーティン

グを開催したりするなど、技術や知識の蓄積に努めた。 
成果 2： 概ね達成されている 
終了時評価時点において 16 の研修コースが確認できた。インストラクターやコーディネー

ターは研修生のニーズに合わせ、研修カリキュラム、モジュール、教材及び配布資料の改訂

を行った。実技訓練の割合に関し、基礎コース並びにアドバンスコースでは、一部のコース

で減っているものの、殆どのコースで増加している。各コースの終了時に実施される理解度

試験では、どのコースの平均点も 75%を超えており、80％以上の得点者は過半数を超えてお

り、研修生の研修理解度の高さが窺える。終了時評価時点における研修の受講者（技術者）

は、1,521 名であった。また、研修を受けた技術者の上司によると、研修の前後で、研修生の

技術の向上が確認されており、研修は実践的で有効であると評価されている。 
成果 3： 概ね達成されている 

研修を受講した大半の研修生は、EWTEC での研修は効果があり、実践的知識と技術を身に

つけることができたと高く評価している。研修の内容やコーディネーター及びインストラク

ターの指導方法・態度にも満足しているという意見も多数聞かれた。コーディネーター及び

インストラクターは、自ら基礎コース研修を実施できるようになり、研修の準備にも入念に

時間を費やすことにより、自信をもって研修を実施するようになった。また、本邦研修に参

加した参加者全員がエチオピアではまだ取り入れられていない技術を見ることができ、それ

によって新しい技術を学ぶことへの参加者のモチベーションが向上した。 
成果 4： 部分的に達成されている 
日本側のサポートの下、EWTEC、水エネルギー省及び教育省により、公的機関化に向けた

協議が進められ、中長期研修戦略のドラフトが作成された。中長期研修戦略のドラフトは、

EWTI 設立に係る法令・法案が閣僚会議に承認されたのち、EWTEC、水エネルギー省及び教

育省の 3 機関により修正され、その後首相府に承認される予定である。また、研修実施及び

施設拡張に必要な予算を確保するために、EWTEC は、国際機関やドナーへプロポーザルを申

請した。財務計画はまだ作成されていないものの、プロジェクト終了時までに作成される見
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込みである。また、EWTI 設立後、財務計画が作成される見込みである。組織分析は、SWAT
手法を用い、実施されている。EWTEC の広報に関しては、研修参加者データベースの定期的

更新、年報の発刊、ホームページの定期的更新が日本人専門家を中心に行われている。 
(3) 上位目標の達成見込み： 

閣僚会議において EWTEC の公的機関化が承認されれば、EWTEC は EWTI に組織改変され

る。中長期研修戦略計画のドラフトにも記載されている通り、EWTI は今後 3 年間に約 3,000
名の研修生を受け入れる予定である。その一方、現在の EWTEC の施設及び人材では、エチオ

ピア側だけで上位目標を達成することは困難であると判断される。新たな組織となる EWTI
が、今後増加するとされている研修生を受け入れていくためには、施設を拡充するだけでな

く、職員を増員する必要がある。その結果として、上記に加え、さらに 3,000 名の技術者に研

修を実施することができると予想される。 
 
３-２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性： 「エ」国側の政策やニーズ、日本の「エ」国に対する援助方針、対象地域とのニ

ーズの整合性、また日本の技術の優位性の観点から、妥当性は「高い」と言える。

2010 年 9 月に策定された新 5 か年開発計画「成長と構造改革計画（GTP）」によると、「エ」

国は 2015 年までに安全な水へのアクセス率を 98.5%とすることを目標としている。また、水

セクター開発分野では、給水・衛生に特化した UAP2 において、農村地域での給水率の向上

と適切な技術を持つ人材の確保を掲げており、地下水開発を中心とした給水施設の建設、維

持管理等のための人材養成が急務となっている。 
対「エ」国国別援助方針および事業展開計画（2012 年 4 月改訂）において、以下 4 つの重

点分野、農業・農村開発、民間セクター開発、インフラ開発、教育が打ち出されている。本

プロジェクト目標は、農業・農村開発分野の小目標である「安全な水へのアクセス向上と給

水施設の維持管理」に合致している。 
「エ」国は EWTEC を拠点とし、今後ニーズが高まる地方政府技術者、給水職業訓練校教員、

民間・NGO 技術者などをターゲットとした人材育成に取り組んでいる。UAP2 では、2015 年

までに安全な水へのアクセス率を 98.5%に到達させることを目標としているものの、水と公衆

衛生目録によると、2013 年 5 月時点では未だ 60%であり、目標にはほど遠い。その目標を達

成させるために、UAP2 では 1 万 6 千人の技術者を育成しなくてはならないとしており、プロ

ジェクト目標と UAP2 には整合性があると言える。 
我が国は水資源管理分野において、世界の様々な国々における人材育成・組織管理の支援

に長年の経験を有している。特に地下水モデル、GIS、リモートセンシングといった日本の技

術は最先端であり、本プロジェクトにも効果的に導入されている。また、本プロジェクトの

フェーズ 1 及び 2 を実施した過去 10 年間の経験も本プロジェクトへ有効に適用された。 

(2) 有効性： プロジェクト終了時までに、指標を達成するための活動が継続的に実施され、プ

ロジェクトによる成果が維持されれば、プロジェクトの有効性は高いと判断でき

る。 

プロジェクト目標は、プロジェクト終了時までに達成される可能性は高いものの、中長期

計画や財務計画の策定など、プロジェクト終了時まで対応しなければならない活動が残って
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いる。しかし、それらの活動は明確であり、数か月以内に 4 つの指標は満たされる可能性が

高い。 
本プロジェクトの 4 つの成果は、EWTEC が地下水開発・水供給分野における人材育成の中

核機関として、技術者のニーズに合う且つ質の高い研修実施に必要なすべての要素を網羅し

ており、成果の産出はプロジェクト目標の達成に直接つながっている。期待された成果はお

おむね達成されており、EWTEC が質の高い研修を提供するための基盤が、技術面、人材面、

運営管理面等の様々な側面で確立されたと判断できる。しかし、4 つの成果の達成度及びプロ

ジェクト目標の達成の見込みは「概ね高い」と判断されるものの、EWTEC が EWTI に組織変

更した場合は、更なる多くの技術者に研修を実施する必要があるため、今後の研修管理能力

においては更なる改善が必要である。 
ソマリ州ジジガの職業訓練校で実施された電気機械整備分野の研修においては、同州で実

施されている技術協力プロジェクト「ジャラル渓谷及びシェベレ川流域水資源開発計画策

定・緊急給水プロジェクト（ソマリプロジェクト）」と連携を図り、実施された。EWTEC か

ら派遣された 2 名の職員には、ソマリプロジェクトの日本人専門家が実施した実施研修を通

して技術移転が行われた。また、ソマリプロジェクトの C/P と意見交換をする機会が設置さ

れ、パイロットプラントサイトや現地のワークショップを訪問する機会もあった。これらは、

EWTEC 職員が、他地域の水資源分野の知見を広げるだけでなく、その視野をも広げることの

できる絶好の機会となった。 

(3) 効率性： 投入実績により生み出される成果の程度の観点から、中程度と判断される。 

成果の実績は終了時評価時点において、4つの成果は部分的に達成されている。残りのプロ

ジェクト期間では、以下3つの点に留意しつつ成果にかかる活動を充実させ、その発現を加速

させることにより、プロジェクト終了時までに、全ての成果は達成されると判断される。 
成果1：研修の質を継続的に確保するための研修マネジメントシステムは強化されつつあると

言える。今後は、EWTECがプロジェクト活動により移転された技術、知識、研修の質を向上

させるノウハウを確実に蓄積することが出来るよう、研修に必要な機材、指導要領、指導マ

ニュアルを整備していくことが重要である。 
成果2：研修に民間及びNGOからの人々を巻き込むとともに、理解度試験で80%以上の研修生

が研修生全体の過半数を占めるよう、引き続き、プロジェクトの努力が求められる。 
成果4：中長期研修戦略のドラフトが作成された。EWTI設立に係る法令・法案が閣僚会議に

承認されたのち、中長期研修戦略のドラフトがEWTEC、水エネルギー省及び教育省の3機関に

より修正され、その後首相府に承認される予定である。なお、実施計画は中長期戦略計画に

含まれており、組織体制計画書及び人員計画書実施計画は、実施計画に基づき完成される予

定である。 
投入の質、量、タイミングの適切さに関し、以下の結果が確認された。 

・ プロジェクトの開始時より、研修を行うために必要なC/PがEWTECに適切に配置されてい

ないことが確認された。日本人専門家は配置されているものの、C/Pが配置されておらず、

技術移転が行えなかったコースもあった。C/Pを増員するために職員を募集したものの、

EWTECが新規雇用者に提示した給与額に不満の声が多く、適切な人材を確保できなかっ

た。 
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・ プロジェクト期間中、本邦研修が3回実施された。聞き取り調査によると、研修参加者全員

が研修に大変満足していることが確認された。実際に日本で、エチオピアではまだ取り入

れられていない技術に触れると共に、もっと新しい技術を学びたい、日本で学んだ技術を

エチオピアで活用したいという参加者のモチベーションの向上につながった。また、参加

者は、事前に抱いていた技術的な疑問を解決することが出来た 
・ 本邦研修後、研修に参加したC/Pが主なインストラクターとしてアドバンスコースを実施し

た。彼らのモチベーションは非常に高く、本邦研修で学んだ内容を生かして、研修教材の

大半を自ら準備した。従来日本人専門家が中心に実施していたアドバンスコースの準備を

自ら率先して行ったことは大きな変化である。 
・ 本プロジェクトの投入実績ではないが、無償資金協力を通じてEWTECへの掘削機等の資機

材投入が行われた。各州で行われた実施研修で投入した資機材を使用することにより、

EWTECの能力向上が図られた。 
・ 研修を実施するために必要な予算は、「エ」国政府及びUNICEF等からの外部資金などを確

保したことが確認されたものの、施設や資機材の維持に必要な予算は十分に確保できてい

ない。 
終了時評価時点においては、活動から成果への外部条件1と3以外は満たされていないこと

が確認された（外部条件はPDM参照）。現在満たされている外部条件が維持され、満たされて

いない外部条件が満たされなければ、プロジェクトの終了までに、プロジェクト目標の達成

は難しい。 

(4) インパクト：  EWTEC は、公的機関である EWTI になるための最終段階にあることから、

インパクトはおおむね高いと言える。 

プロジェクトの成果として上位目標の達成を検証することは時期尚早であるが、EWTEC が

EWTI に組織変更され、EWTEC に必要な人員を配置し、研修に必要な予算を確保することに

より、継続して研修を行うことが可能になれば、その達成見込みはあるといえる。 
終了時評価時点において、プロジェクト目標から上位目標に至る外部条件 1 と 3 は、満た

されていないことが確認されたものの、プロジェクトにネガティブなインパクトを及ぼすレ

ベルではないと判断される（外部条件は PDM 参照）。エチオピア側への聞き取り調査による

と、EWTEC が EWTI に組織改編することにより、5 つの上位目標が満たされる可能性が高く、

上位目標の達成は、外部条件の影響を受ける可能性は低い。 
プロジェクト報告書及び日本人専門家への聞き取り調査結果では、プロジェクト実施によ

る正のインパクトとして以下が確認された。なお、負のインパクトは確認されていない。 
 インターナショナルコースの研修生が、研修終了後、技術の向上が認められ、責任の重い

マネジメントポストに昇格した。また、研修生同士の間で、研修終了後に情報交換をする

ためのネットワークや交友関係が構築された。 
 基礎及びアドバンスコースの研修生は、技術や知識、研修の質を維持するためのノウハウ

を蓄積するために、内部ミーティングを定期的に行うようになった。 
 EWTEC の組織存続が危ぶまれていた状況の下、プロジェクト側は水エネルギー省に対し

て、EWTEC の存在と活動意義の重要性を明確にし、水エネルギー省の意識改革をおこなっ

た。また同時に、EWTEC の公的機関への組織改変の必要性を示した。その後、「エ」国側
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と日本人専門家を中心にタスクフォースが設立され、EWTI への組織改変ための必要書類

を作成した。また、現在、教育省が加わり、組織改変に向け、水エネルギー省と教育省の

合同調査委員会が中心となり EWTEC 組織改変に向けた取り組みが進められている。 
 EWTEC の研修施設の建設が、日本国政府の見返り資金を用い、「エ」国側を中心に実施さ

れていることが確認された。 
 EWTEC で導入したロープポンプが、全国レベルに波及し始め、その波及効果の 1 つとして

ロープポンプの普及のための技術協力プロジェクトが開始された。 

(5) 持続性： 政策的側面における持続性は確保される見通しがあるものの、組織面、財政面及

び技術面における持続性の確保には課題が残る。よって中程度と判断される。 

政策面：UAP 2 は、農村地域での給水率の向上と適切な技術を持つ人材の確保を掲げており、

地下水開発を中心とした給水施設の建設、維持管理等のための人材養成の必要性を揚げてい

る。また、EWTEC が今後も地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機関として、「エ」国

全土の技術者を対象にし、研修を実施することを重要視している。 
組織面：EWTEC 職員のプロジェクトに対するオーナーシップは徐々に確保されつつあること

が確認された。プロジェクトの経過に伴い、EWTEC の研修管理能力が強化され、EWTEC 職

員は徐々に主導権をもって活動を実施するようになった。しかし、EWTEC が地下水開発・水

供給人材育成にかかる中核機関として「エ」国の技術者の能力向上のための研修を継続的に

実施するためには、EWTEC が公的機関となることが最も重要であり、そのためには研修や財

政管理を含む組織運営能力の定着が必須となる。今後は、既に能力の向上が認められている

EWTEC の職員が、これから新規に配置される予定の職員に対して教育・指導を行えるよう、

組織レベルでの機能を確立するための活動の実施が望まれる。 
技術面：EWTEC 職員は、能力の個人差はあるものの、問題を解決しようとすることによりモ

チベーションが向上し、主体性をもって活動を行うようになった。講義や実施研修を通じ、

計画、実施、モニタリング、評価などの一連の研修マネジメントシステムは強化された。そ

の一方、EWTEC 職員の離職率が高いため、退職する職員から新規に採用される職員へ、確実

に知識や技術を移転するよう、引き継ぎシステムを構築するなど、個人ではなく、EWTEC と

いう組織に技術や技能を定着させる方法を確立する必要がある。それに加え、EWTEC は離職

の原因の 1 つである職員の給与水準を引き上げ、EWTEC に勤務することに魅力を感じ、誇り

を持てるような対策を検討し、スタッフの離職を引き留める必要がある。 
財政面：プロジェクト終了後の EWTEC の予算確保に関しては、EWTEC を公的機関化するこ

とで、EWTEC は独自のアカウントをもち、財務省に直接予算を申請することが出来るため、

申請した予算金額を確保できる可能性は高い。但し、公的機関化した EWTEC の組織としての

位置付けや支給額については予測の域である。EWTEC は、研修実施及び施設拡張に必要な予

算を確保するために、WASH や世界銀行、UNICEF やフィンランド大使館へのプロポーザルを

申請した。正式にプロポーザルが承認されるのは、EWTEC が公的機関になってからではある

ものの、「エ」国政府だけでなく、ドナーからの財政的支援が受けられることになれば、財政

面での持続性は高いと思われる。 
 
３-３ 効果発現に貢献した要因 
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(1) 計画内容に関すること 
技術移転の方法：講義、実地訓練、本邦研修等の多様な訓練アプローチを取り入れたことに

より、プロジェクトの成果の効果発現を促進したといえる。また、プロジェクトに Kaizen を

取り入れたことにより、ワークショップが整理整頓されるようになった。日本人専門家から

の技術移転の方法として、Kaizen と同様の手法を取り入れ、まずワークショップの整理、整

頓、清掃といった基本的な内容から指導し、指導者としての責任感を持たせるとともに、技

術に対する意識の改革を重視した。さらに、故障した機材を実際に修理する機会をつくり、

EWTEC 職員自身に修理する方法を考えさせた。自分たちで考えながら修理を行うことで、彼

らの技術力が向上したことが確認された。 
(2) 実施プロセスに関すること 
コミュニケーション：日本人専門家と C/P は定期的に情報を共有し、プロジェクトにおける

重要事項の意思決定を行うために、会議を何度も実施した。これにより、終了時評価時点に

おいては、C/P と比較的円滑なコミュニケーションを取ることによって相互理解が進み、協力

関係が構築されていることが確認された。日本人専門家は、基本的には日本人専門家が

EWTEC に配置される態勢を整え、不在時には C/P にメールや電話で連絡を取るだけでなく、

プロジェクトが常駐させているナショナルコンサルタントや秘書にも連絡をとり、定期的に

コミュニケーションをとるようにした。 
オーナーシップ：プロジェクト活動の実施に伴い、EWTEC の職員は自発的に実地研修を行い、

アディスアベバ大学などと共同で研修を始めた。また、EWTI への組織改変をするに当たり、

EWTEC と MoWE が中心となり、教育省を交えて頻繁に打ち合わせを行っている。終了時評

価時点において、プロジェクトのオーナーシップは日本側より「エ」国側に移りつつあるこ

とが確認された。 
 
３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容 関すること 
特になし 
(2) 実施プロセスに関すること 
人員配置：プロジェクトの中心的な役割を担うプロジェクトマネージャーが、プロジェクト

開始後から 1 年間不在であったことや、インストラクターやコーディネーターが適切に配置

されなかったことは、プロジェクトの進捗を阻害する要因であったと考えられる。 
 
３-５ 結論 

プロジェクト期間中、エチオピア側からの人材及び運営管理費の投入が十分に行われなか

った。これにより、活動の進捗だけでなく、成果の達成にも影響を及ぼした。このような状

況の中で、プロジェクトに配置された EWTEC 職員は、日本人専門家とともにプロジェクト目

標を達成するために尽力した。また、プロジェクト活動を通じて、自らイニシアティブをと

って研修を行う必要性および重要性を理解するようになった。その結果、研修機関としての

EWTEC の運営管理能力が、内部ミーティングや日本人専門家からの技術移転、本邦研修を通

じて徐々に強化された。したがって、プロジェクト目標は達成度される可能性が高い。一方、
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EWTEC は現在、公的機関への組織改変中であり、技術面や財政面に関する持続性は、今後の

懸念事項である。残りのプロジェクト期間に必要な取り組みを明確にするために、終了時評

価調査団から示された提言を実行に移すことが必要である。 
 
３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

プロジェクト目標である“「エ」国における地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機関

としての EWTEC の機能が確立される”は、本プロジェクトを通じ、概ね達成されていると言

えるものの、プロジェクト目標の達成を確実にし、本プロジェクトの持続性を向上させるた

め、以下を提言する。 
プロジェクト終了時までの短期的提言は以下の通りである。 
1. 成果 1（研修マネジメントシステムの構築）に関して、研修を受けた職員の高い離職率が

阻害要因であった。言い換えれば、マネジメントシステムを確立するためには、職員の

離職率を抑制する必要がある。したがって、高い離職率を抑制するシステムを構築する

ことが、研修マネジメントシステムを確立するための必須条件となる。具体的なシステ

ムとして、職員への給与増加に加え、退職者から新任職員への引継書および直接指導の

実施、実技のビデオ録画、IT ネットワーク環境の整備などが挙げられる。 
2. 成果 2（技術能力の向上）に関して、基礎コースで実技の時間が十分に確保できなかった。

特に、掘削機械整備コースでは、コースコーディネーターの突然の離職により、5 年次の

掘削機械整備コースの実地研修時間は 44%にとどまっている。EWTEC によって新規採用

された職員の質・能力を改善・向上させることが急務である。その他のコースに関して

は、必要に応じて実地研修の割合を 70%まで引き上げることが望まれる。実技研修の時

間を増やすにあたり、カリキュラムの見直し及び改訂が必要である。 
3. 成果 3（能力の向上）に関して、インストラクター個人の能力向上だけでなく、研修機関

としての能力を向上させる必要がある。成果 2 で述べたとおり、実地研修を充実させる

にあたり、多くのインストラクターを実地研修に割り当てることが望まれる。また、退

職者から新任職員への引継書および直接指導の実施、実技のビデオ録画、IT ネットワー

ク環境の整備なども重要である。 
4. 成果 4（運営管理能力の強化）に関して、MoWE による予算調達能力が強化される必要が

ある。エチオピアの水セクターは、現在、安全な水へのアクセスと公衆衛生への意識を

強化するために、ドナーや政府の大半の活動を統括する One WASH National Program 
（OWNP）との連携を進めている。EWTEC は、水セクターにおいて、人材育成の中核機

関として OWNP に参画するために、同プログラムと密なコミュニケーションが重要であ

る。EWTEC が「エ」国の水セクター能力開発にかかる中核機関としての位置付けを確立

させるために、MoWE はさらなる努力をする必要がある。 
以下は、EWTI への組織改変後に考慮すべき提言である。 
1. インパクト調査及び終了時評価調査団による聞き取り調査によると、フェーズ 3 期間中

に実施されたインターナショナルコースは高い評価を得ていることが確認された。アフ

リカ諸国の技術者にとって、地下水開発・水供給に関する技術を学べる機会は限られて

いるため、JICA がインターナショナルコースの継続的支援を行うことが望まれる。地下



 

x 

水モデルや同位体水文学コースでは、フィールド実習として「エ」国の現場を活用する

ことができる。このような機会を最大限に活用すべく、EWTEC は JICA と協力し、イン

ターナショナルコースを実施することが期待される。 
2. EWTEC は、EWTI に組織改変後、地下水開発、水理地質学、掘削に関する長期コースを

実施する予定だが、実施に当たり、これらコースのカリキュラムやコース計画の作成、

研修教材開発及び TVETC 教員への研修を行うことが必要である。そのために、水エネル

ギー省は支援の可能性のあるパートナーを検討する必要がある。また、試験資格センタ

ー（CoC）との連携も考慮する必要がある。 
3. 新しい組織 EWTI としての持続的な組織マネジメント体制は、これから本格的に構築さ

れる必要があることが本評価調査を通じて明らかとなった。EWTI への移行後に任命され

る所長へのアドバイザーやアドバンス研修の講師として、日本の関係分野の高等機関等

から人材を派遣することが望ましい。 
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第1章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

エチオピア連邦共和国（以下、「エ」国）の村落部に住む人々の安全な水へのアクセス率はわずか

36％である。これは、サブサハラ地域の村落部における平均 49%と比較しても、極めて低い数値で

ある。また、国家レベルの数値は、サブサハラ全域の平均 61%に対し、約 45%にとどまっている（2009
年 UNICEF/WHO）。「エ」国の水と公衆衛生目録によれば、2012 年末の村落部における安全な水への

アクセス率は 58.7%であり、国家レベルとして 61.6%であった。「エ」国住民の多くは、生活用水の

確保に多大な時間と労力を費やさざるを得ず、安全な水の供給は基礎教育・保健医療・農村開発等と

密接に関連する横断的な課題となっている。 

このような中、1994 年に始まった「エ」国政権の地方分権化政策により、地方給水事業の維持管

理の権限は各州政府に移管された。その中で、地方行政の予算確保や人材育成の遅れにより、各州政

府が独自に給水事業を展開するために技術者の育成と適切な給水施設の維持管理が急務となった。

2005 年に「エ」国の水セクター計画である「Universal Access Plan」（UAP）が策定され、2011 年に

UAP2 に改訂された。UAP2 には、2015 年までに約 2 万人の技術者の育成が必要であると記載されて

いる。 

以上の背景の下、「エ」国政府の要請に基づき、JICA は 1998 年 1 月から「エ」国水資源省（現水

エネルギー省）をカウンターパート（C/P）機関として技術協力プロジェクト「地下水開発・水供給

訓練プロジェクト」（フェーズ 1）を開始し、アディスアベバ訓練センター（現エチオピアウォータ

ーテクノロジーセンター（以下、EWTEC））新設にかかる支援及び同センターにおける基礎コースの

設置（「地下水管理」「掘削技術」「掘削機械整備」「電気機械」）・実施支援等を行った。その結果、

EWTEC には「エ」国における中心的な給水人材育成機関としての機能が定着した。後続プロジェク

トであるフェーズ 2 では、フェーズ 1 で設置された基礎コースに「給水技術」、地下水モデル（GM）、

GIS 及びリモートセンシング（RS）がアドバンスコースに追加され、これらのコースがカウンター

パートにより調整・運営管理されることが期待されていた。 

フェーズ 3（以下、プロジェクト）においては、プロジェクトの開始当初、EWTEC が財政的に独

立した組織になることを期待されていたが、エチオピア政府の意向により公的機関エチオピアウォー

ターテクノロジーインスティチュート（以下、EWTI）への組織改変が決定しており、プロジェクト

終了時までに組織改変されると予想される。 

2011 年 1 月に中間レビューが実施され、今般、協力開始から 5 年目を迎え、これまでの活動実績

を評価すると共に、残存期間に向けての提言を抽出することを目的に終了時評価調査団を派遣した。 

1-2 調査団の構成 

終了時評価調査は、日本国側及び「エ」国側による合同評価団により実施された。調査団の構成は

以下のとおりである。 
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（1） 日本側団員 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 神 公明 JICA エチオピア事務所 所長 

技術アドバイザー 丸尾 裕治 JICA 国際協力人材部 国際協力専門員 

協力企画 角 幸康 JICA エチオピア事務所 企画調査員 

評価分析 山田 千晶 ペガサスエンジニアリング株式会社 
 
（2） 「エ」国側団員 

氏 名 所 属 

Mr. Asamnew Gulula 水エネルギー省 水分野能力強化局 
 

1-3 調査日程 

＜団長：2013 年 5 月 21 日（火）～30 日（木）＞ 
＜技術アドバイザー：2013 年 5 月 17 日（金）～25 日（土）＞ 
＜評価分析、調査企画：2013 年 5 月 10 日（金）～31 日（金）＞ 

 月日・曜日 業務日程 

1 5 月 10 日 金 （山田団員 アディスアべバ着） 
16:00-17:00 JICA エチオピア事務所への表敬訪問、評価日程打合せ 

2 5 月 11 日 土 報告書作成準備 

3 5 月 12 日 日 報告書作成準備 

4 5 月 13 日 月 10:00-11:30 水エネルギー省への表敬訪問と聞き取り調査 
13:00-17:00 EWTEC 職員への聞き取り調査、内部評価結果および事前質問

回答の情報整理 

5 5 月 14 日 火  9:00-14:30 EWTEC 職員への聞き取り調査及び EWTEC の現場視察 

6 5 月 15 日 水 （アディスアべバからハールダルへ移動） 
 9:00 - 11:30 アムハラ州水局の技術者への聞き取り調査 
14:00 - 15:40 アムハラ州水掘削公社への表敬訪問と技術者への聞き取り調

査 

7 5 月 16 日 木  9:00 - 9:30 アムハラ州水局長への表敬訪問 
 9:30 - 12:00 アムハラ州水局のプロジェクトサイト訪問 
14:00 - 17:00 アムハラ州職業訓練校への表敬訪問と校長及び水局長への聞

き取り調査（バハールダルからアディスアべバへ移動） 
8 5 月 17 日 金  9:00 - 11:00 オロミア州水局長への表敬訪問と技術者への聞き取り調査 

14:00 - 16:30 オロミア州給水井戸公社への表敬訪問と聞き取り調査 
16:30 - 17:00 アディスアベバ大学との協議（丸尾技術アドバイザー、角団員）

9 5 月 18 日 土 データ集計、情報整理 
10 5 月 19 日 日 データ集計、情報整理 

11 5 月 20 日 月 14:00 - 17:00 日本側評価団とプロジェクトの意見交換 

12 5 月 21 日 火  9:30 - 11:30 日本側評価団団内協議 
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16:00 - 17:00 日本側評価団と日本人専門家協議 

13 5 月 22 日 水  8:30 - 10:00 One Wash National Program コーディネーターとの協議 
（神団長、丸尾技術アドバイザー、角団員） 

 9:00 - 11:00 合同評価団団内会議（山田団員） 

14 5 月 23 日 木  9:00 - 12:00 水エネルギー省、EWTEC､日本人専門家及び日本側評価団協議

15 5 月 24 日 金 合同調整委員会（JCC）の準備及び報告書作成 

16 5 月 25 日 土 （丸尾技術アドバイザー アディスアベバ発） 
JCC の準備及び報告書作成 

17 5 月 26 日 日 合同評価レポートの最終化作業 

18 5 月 27 日 月 JCC 及び合同評価レポートの最終協議 

19 5 月 28 日 火 祝日 

20 5 月 29 日 水 合同評価レポート署名 
21 5 月 30 日 木 12:00 - 13:30 EWTEC 訪問 

22 5 月 31 日 金 JICA エチオピア事務所へ評価報告 
（山田団員 アディスアベバ発） 

 

1-4 主要面談者（敬称略・順不同） 

＜水エネルギー省（Ministry of Water and Energy）＞ 
 Dr. Markos Wijore 水分野能力強化局 
＜エチオピアウォーターテクノロジーセンター（EWTEC）＞ 
 Mr. Abebe Mekonnen センター長 
＜バハールダル州水局（Regional Water Bureau）＞ 
 Mr. Zemenu Tsehay 副局長 
 Mr. Dagnenet Fenta 給水コアプロセスオーナー 
＜バハールダル州水掘削公社（Water Well Drilling Enterprise）＞ 
 Mr Tesfaye Tefera 公社長 
＜バハールダル州職業訓練校（Technical and Vocational Education and Training College）＞ 
 Mr. Chalachew Gebeyehu 校長 
 Mr. Yebeltal Ayenew 水部門長 
＜オロミア州水局（Regional Water Bureau）＞ 
 Mr. Motuma Mekassa 局長 
＜オロミア州水道建設公社（Water Works Construction Enterprise）＞ 
 Mr. Teshome Ararsa 部門長 
＜プロジェクト専門家＞ 
 土井 章 総括 
 池元 壮彦 評価計画 2/研修管理 1 
 新井 伸吾 情報管理/研修管理 2 
 石井 完 機械/電気機械 
＜JICA エチオピア事務所＞ 
 中川 淳史 次長 
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1-5 対象プロジェクトの概要  

2011 年 5 月 4 日に開催された第 1 回合同調整委員会（JCC）で承認されたプロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）Version 2（付属資料 3 の「M/M Annex 2」）に基づいたプロジェクトの要約は

以下のとおりである。 

（1） 協力期間 ： 2009 年 1 月 6 日～2013 年 11 月 30 日（5 年間） 
（2） 実施機関 ： 水エネルギー省、エチオピアウォーターテクノロジーセンター 
（3） 裨益対象者  「エ」国の一般市民 
（4） 上位目標 ： 「エ」国における持続的な給水施設の建設及び維持管理を行うた

めに地下水管理、水供給管理を行う技術者が増加する 
（5） プロジェクト目標 ： 「エ」国における地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機関

としての EWTEC の機能が確立される 
（6） 成果   

1） 研修の質を持続的に確保するための研修マネジメントシステム（計画－実施－モニタリン

グ－評価）が強化される 
2） 研修を通じ、公的セクター（政府関係者）、民間、NGO の技術者及び TVETC 教員、並びに

近隣アフリカ諸国の受講生の地下水開発・水供給にかかる技術力が向上する 
3） 研修事業を実施する EWTEC 職員（研修講師／コーディネーター）の指導能力が向上する

4） EWTEC の組織、財務、会計、人材、マーケティング、ワークショップ管理の自立的な組

織運営能力が強化される 
（7） 活動 

1-1 コース内容のモニタリング・評価に基づく改善点の具体化 
1-2 各分野の研修カリキュラム、教材等のモニタリング・評価と改訂 
1-3 研修講師計画の改善 
1-4 モニタリング・評価・改善及び技術ノウハウの蓄積 
1-5 インパクト調査と今後求められる研修コースについて調査 
1-6 ナレッジマネージメントの能力強化（教材収集、インストラクターの知識の共有） 
2-1 中長期研修計画の策定 
2-2 実技研修のための研修カリキュラム、モジュール、配布資料等の改定 
2-3 新コースの教材作成、モジュール化 
2-4 研修コースの実施支援 
2-5 収入活動につながるアドバンスコースのコーディネーターへの技術移転 
3-1 研修コースを通じた教授法を含む技術の指導 
3-2 EWTEC コーディネーター及びインストラクターの能力向上のための実地研修 
3-3 研修機材にかかる機材保守能力強化研修実施 
4-1 プロジェクトの進捗及び問題点を共有するカウンターパートと JICA 専門家の定期的なミ

ーティングの実施 
4-2 ビジョン、ミッション、役割、位置づけ、実施計画を含む EWTEC の中長期戦略の策定。

4-3 戦略及び実施計画のステークホルダーへの普及（ドナー、民間、NGO 等） 
4-4 EWTEC の戦略に基づいた予算計画の策定 
4-5 マーケティング戦略の策定及びマーケティング活動の実施 
4-6 EWTEC 運営に必要な予算及び人員確保のため水エネルギー省との協調 
4-7 EWTEC の位置づけに関する調査委員会の活動を支援するため財務及び組織計画の実施 
4-8 EWTEC の情報発信能力強化のための広報活動 
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第2章 終了時評価調査の方法 

2-1 終了時評価調査のプロセス 

本評価調査は、以下 3 つのステップにより実施した。 

     

 
第 1 ステップでは、プロジェクトによる内部評価として、PDM 及び活動計画表（Plan of Operation、

以下 PO）に沿った活動・成果・プロジェクト目標実績表、上位目標の達成見込み、専門家や機材・

研修等の投入実績表が作成された。 

第 2 ステップでは、日本側調査団員及び日本側・「エ」国側評価分析団員による、プロジェクト専

門家をはじめとするプロジェクト関係者及び研修生/研修生の上司への聞き取り調査を実施し、その

結果を基にプロジェクトの活動や成果等の評価及び分析を行った。 

第 3 ステップでは、日本・「エ」国合同調査団による評価調査を実施した。第 1 ステップによる自

己評価及び第 2 ステップによる評価分析結果をもとに、評価 5 項目に沿って本プロジェクトのプロジ

ェクト目標及び成果の達成状況を確認し、主に阻害要因に基づいた改善の方向性、提案等、提言の抽

出を行った。 

2-2 データ収集方法 

日本側、「エ」国側双方による合同評価調査団は、PDM Version 2、PO Version 2（付属資料 3 の「M/M 
Annex 3」）、進捗報告書、インパクト調査報告書、プロジェクト関係者への聞き取り調査、現地調査

によりデータを収集した。なお、PDM Version 2 は 2011 年 1 月 27 日に開催された第 3 回 JCC で承認

されている。聞き取り調査の対象者は以下のとおりである。 

 カウンターパート（C/P）（プロジェクトマネージャー、センター長、インストラクター及びコ

ーディネーター） 
 オロミア州水局（RWB）/オロミア州水道建設公社（WWCE） 
 バハールダル州水局（RWB）/バハールダル州水掘削公社（WWDE）/バハールダル州職業訓練

校（TVETC） 
 アディスアベバ大学（AAU） 
 One Wash National Program（OWNP）Preparation Inception Report 
 日本人専門家 
 JICA エチオピア事務所 

第 3 ステップ： 
日本・エチオピア側

合同調査団評価 

第 2 ステップ： 
日本側調査企画団員及び日本側・ 
「エ」国側評価分析団員による評価 

第 1 ステップ： 
プロジェクト 
内部評価 
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2-3 分析項目  

2-3-1 プロジェクトの実績の検証 

PDM 及び PO に基づき、投入は計画どおり実施されたか（計画との比較）、成果は計画どおり達成

されるか（目標との比較）、プロジェクト目標は達成されるか（目標との比較）、上位目標は達成の見

込みがあるか（目標との比較）を検証した。 

2-3-2 実施プロセスの検証 

活動は計画どおりに実施されたか、プロジェクトのマネジメント体制に問題は無かったか、相手国

実施機関や C/P のプロジェクトに対する認識は高いか、プロジェクトの実施過程で生じる問題の要因

や効果発現に影響を与えた要因は何か、等を検証した。 

2-3-3 評価 5 項目 

妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の評価 5 項目によりプロジェクトの評価を行った。 

妥当性 
対象地域・社会のニーズに合致しているか、ターゲットグループのニーズに合致

しているか、「エ」国の開発政策や日本の援助政策と整合性があるか、プロジェ

クトのアプローチは適切かなどを評価する。 

有効性 
プロジェクト目標達成の見込みはあるか、プロジェクト目標を達成する阻害要因

はあるか、成果はプロジェクト目標を達成するために十分であるか、成果からプ

ロジェクト目標に至る外部条件は現時点においても正しいかなどを評価する。 

効率性 

成果の達成度は適切か、成果達成を阻害した要因はあるか、成果を産出するため

に十分な活動であったか、成果を産出するために十分な投入であったか、外部条

件による影響はないか、計画に沿って活動を行うために、過不足ない量・質の投

入がタイミングよく実施されたかなどを評価する。 

インパクト 

上位目標はプロジェクトの効果として発現が見込まれるか、上位目標を達成する

阻害要因はあるか、上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか、プロジェ

クト目標から上位目標へ至る外部条件は現時点でも正しいか、上位目標以外の効

果・影響が想定されるかなどを評価する。特にマイナスの影響が想定される場合

は、それを軽減するための対策がとられているかを検証する。 

持続性 
プロジェクト目標、上位目標などのプロジェクトが目指している効果は、協力終

了後も持続すると見込まれるかを評価する。それらの持続的効果の発現要因、阻

害要因は何かを政策面、組織面、財政面、技術面の観点から評価する。 
 

プロジェクトの実績及び 5 項目は、下記のとおり 5 段階で評価される。 

 1 2 3 4 5 

実績 未達成 継続中 部分的に達成 概ね達成 達成済み 

5 項目 低い 概ね低い 中程度 比較的高い 高い 
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第3章 プロジェクトの実績 

3-1 投入実績 

3-1-1 日本側の投入実績 

（1） 専門家派遣 
終了時評価調査までに 16 の専門分野（以下参照）で 17 名の専門家が、述べ 206.33 人月で派遣

された。専門家派遣の詳細は、付属資料 3 の「M/M Annex 4」を参照。 

分野 総括、組織運営、評価計画 1、研修管理、評価計画 2/研修計画 1、水理地質/火山学、

掘削技術、給水技術、機械/電気機械、IEC/教授法、情報管理、情報管理/研修管理 2、
物理探査、RS、GIS、物理探査 

 
（2） 在外事業強化費 

 
PY1 年目 

2009.1-2009.7 
PY2 年目 

2009.9-2010.6
PY3 年目 

2010.8-2011.6
PY4 年目 

2011.8-2012.6 
PY5 年目*1 

2012.8-2013.6
合 計 
（千円） 

9,362 28,530 28,452 25,943 25,050

合 計 
（US$） 

95,679 291,604 290,785 265,158 256,027

*1：PY=プロジェクト年  *2：2013 年 4 月 30 日時点 
出所：プロジェクト提供資料 
 

（3） 本邦研修 
プロジェクト期間中に3回の本邦研修が行われ、計11名が研修に参加した。本邦研修の詳細は、

付属資料 3 の「M/M Annex 7」を参照。 

 
研修日程 研修内容 参加

人数

1 2012 年 4 月 7 日～29 日  実践的なワークショップ運営管理 
 研修先との比較を通し、EWTEC における電気機械

メンテナンス体制の構築に関する知見の獲得 
 最新の試験機器・機械・工具類操作の体験 

3 名 

2 2013 年 2 月 2 日～24 日  発電機・コンプレッサー等の修理・メンテナンス作

業 
 油圧コンポーネントの修理・メンテナンス作業・工

場運営管理 

4 名 

3 2013 年 4 月 10 日～28 日  地下水の利用方法、維持管理・保全（大都市の表流

水利用状況との比較）、より幅広い水利用技術の取得 
4 名 

出所：プロジェクト提供資料 
 

（4） 資機材の供与 
プロジェクト実施に必要なコピー機、孔内カメラ、機械整備用工具等の資機材が供与された。
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これらの資機材の詳細は、付属資料 3 の「M/M Annex 6」を参照。 

3-1-2 「エ」国側の投入実績 

（1） C/P 配置人数 
プロジェクトマネージャー及びセンター長が 1 名ずつ任命されている。プロジェクトマネージ

ャーは、プロジェクト開始時から 2009 年 11 月迄不在であったものの、その後は不在期間なく配

置されている。2012 年 5 月からは 3 人目のセンター長が配置されている。このほか、技術面での

カウンターパートとして、12 名のインストラクターやコーディネーターが配置されており、実質

的なカウンターパートとなっている。現在配置されているカウンターパートの詳細は、付属資料

3 の「M/M Annex 9」のとおり。 

（2） ローカルコスト 
2013 年 4 月 30 日までに合計 10,101.58 エチオピアブルの支出が行われた。2001 年（エチオピア

会計年度）は外部からの資金投入はなかったものの、2002 年からはユニセフおよび WASH ファ

ンドより資金投入が行われている。 

（単位：エチオピア 千ブル） 

エチオピア

会計年度※ 

エチオピア政府 外部からの 
資金 

合計 
人件費 物品 

及びサービス 
固定資産 
及び建設費 ユニセフ/WASH 

2001 486.03 809.90 19.78 0.00 1,315.71
2002 601.85 675.83 0.00 115.27 1,392.95
2003 675.03 578.95 0.00 777.75 2,031.73
2004 871.95 1,306.63 0.00 285.43 2,464.01
2005 644.48 1,130.03 0.00 117.12 2,897.18
合計 3279.34 4501.34 19.78 1295.57 10,101.58

※：2001＝2008.7-2009.6, 2002＝2009.7-2010.6, 2003＝2010.7-2011.6, 2004＝2011.7-2012.6, 2005＝2012.7-2013.6 
出所：プロジェクト提供資料 
 

（3） プロジェクト事務所 
日本人専門家の執務室は、EWTEC の建物内に用意された。なお、光熱費及び水道費は「エ」

国側により負担されている。 

3-2 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の達成見込みは以下に説明のあるとおりである。 

プロジェクト目標 
「エ」国における地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機関としての

EWTEC の機能が確立される 

指標 達成状況 

1 概ね達成 
EWTEC の研修修

 
「エ」国側への聞き取り調査によると、EWTEC が発行している資格証
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了証が水セクター

における技術証明

書としてよく認知

を受ける 

明書は、水セクターにおいて高く認知されている。特に、掘削技術の証明

書の認知度は高く、就職などにその効果が現れている。しかしながら、教

育省には公的証明書として認知されておらず、今後認知される必要があ

る。 
EWTEC が公的機関 EWTI になれば、政府機関の職員だけでなく、民間

の技術者にも国家証明書が発行されることが期待される。聞き取り調査に

よると、EWTI が発行した国家証明書を取得した技術者は、国家資格取得

者と認められるため、就職や昇進などのアドバンテージを得られる可能性

が高い。 

2 概ね達成 
EWTEC の研修担

当職員が研修事業

の計画立案、実施、

調整、評価をでき

るようになる 

 
EWTEC 職員の研修に係る一連の業務のうち、研修の計画立案、調整、

評価するための能力は確認されているものの、研修の実施能力において

は、職員間の差が多少認められる。 

3 継続中 
EWTEC の中長期

戦略が水エネルギ

ー省に承認され、

関係機関、ドナー

に認知される。 

 
日本側のサポートの下、EWTEC、水エネルギー省及び教育省により、

公的機関化に向けた協議が進められており、中長期戦略のドラフトが作成

された。EWTI 設立に係る法令・法案が閣僚会議に承認されたのち、中長

期計画のドラフトが EWTEC、水エネルギー省及び教育省により修正され、

首相府に承認される予定である。 
OWNP コーディネーターへの聞き取り調査により、EWTEC が人材育成

に係る中心的役割を担った機関になること期待していることが確認され

た。中長期計画が策定されれば、以下の関係機関及びドナーに共有される

予定である。 

関係機関 州水局、職業訓練校、大学、民間及び NGO 

ドナー ユニセフ、世界銀行、フィンランド大使館、イタリア

開発協力機構、アフリカ開発銀行及び米国国際開発庁

  
 

4 継続中 
戦略の実施計画を

実施するための財

務計画が水エネル

ギー省に承諾され

る 

 
実施計画のドラフトが作成された。EWTEC が公的機関になれば、新し

く任命されるセンター長を中心に、実施計画に基づいた財務計画が作成さ

れる。財務計画には、EWTEC が公的機関になった後の、EWTEC の施設

拡張や研修用の資機材購入に係る予算も含まれている。 

総合評価：  
プロジェクト目標である“「エ」国における地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機関とし

ての EWTEC の機能が確立される”は、概ね達成されていると言える。 
EWTEC が発行している資格証明書は、水セクターにおいて認知され始め、特に掘削技術コース
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の証明書は、就職にもその効果が表れている。EWTEC 職員の能力に関して、プロジェクト活動を

通じ、研修に係る一連の業務のうち、研修の実施能力は十分とは言えないものの、研修の計画立案、

調整、評価を行う能力は向上したと言える。また、日本側のサポートの下、水エネルギー省、EWTEC
及び教育省により、中長期戦略のドラフトが作成された。この中長期戦略のドラフトは、EWTI 設
立に係る法令・法案が閣僚会議に承認されたのち、上記 3 機関により修正され、首相府に承認され

る予定である。 
 

3-3 成果の達成状況 

以下、PDM の成果の指標に対する実績について記述する。 

成果 1 
研修の質を持続的に確保するための研修マネジメントシステム（計画－実

施－モニタリング－評価）が強化される 

指標 達成状況 

1 概ね達成 
理解度試験の作

成・実施状況（全

コース） 

 
各基礎コースにおいては、モジュール毎に参加者への理解度試験を実施

している。その一方、オンデマンド・アドバンスコースに関しては、研修

期間が 2 週間と短いこと、ほとんどの研修時間が実施研修であること、ま

た試験を実施するよりも実施研修に時間を充てるべきだというEWTECの

意向により、現在のところ理解度試験は実施していない。インターナショ

ナルコースにおいては、グループ発表や課題提出といった形で参加者の理

解度向上をはかっている。 

2 達成済み 
ニーズ調査、研修

評価、インパクト

調査、アンケート

が定期的に実施さ

れ、研修計画に反

映される 

 

ニーズ調査 

ニーズ調査は第 1 年次に C/P を中心に全 10 州と 1 特別州を対象に実

施され、その調査結果は、長期研修計画に組み込まれた。また、2009
年 6 月に「Training Needs Assessment Survey」として報告書にまとめら

れた。 

コース評価 

コース評価は各コースの終了時に実施され、ニーズに応じた新しい

研修コースを実施するなど、その結果が次の研修コースに反映された。

しかしながら、予算の制限や担当職員の不足により、参加者からの要望

であったコース期間の延長をすることはできなかった。 

インパクト調査と聞き取り調査 

第 2 年次以降、EWTEC 職員は研修のない期間に、過去の研修生やそ

の上司を訪問し、現場視察および聞き取り調査を行った。元研修生の現

状把握、またその研修効果の定着度及び外部への普及程度の調査を行

い、研修の成果が有効であると評価されたコースを抽出する等の作業を

行った。第 5 年次には、アフリカ諸国からの参加者に対し、補足調査を

実施し（2012 年 9 月 18 日～21 日にウガンダ、2012 年 9 月 23 日～26
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日にスーダン）、2012 年 12 月にはその結果を踏まえて、最終報告書が

取り纏められた。 
 

3 達成済み 
外部講師評価デー

タベース活用状況

 
外部講師評価データベースは作成され、更新されている。しかし、

EWTEC が直接外部講師を雇用できないことから、データベースは現在活

用されてないことが確認された。 
4 部分的に達成 

技術、知識、研修

の質を向上させる

ノウハウが技術研

修委員会（TTC）

を通じて EWTEC
に蓄積される（十

分な職員は確保さ

れることを前提と

して） 

 
TTC は、各分野の研修が常にニーズに合致し、持続的に質を確保するた

めに設立される予定であった。TTC の構成員として、EWTEC の各分野の

講師/コーディネーター及び日本側専門家の他、必要に応じて当該分野で

の専門知識を十分に有すると考えられる州水資源局、大学、NGO、民間コ

ンサルタント等が検討されていた。しかし、実際には、EWTEC 自体に十

分な人材を確保できなかったために設立されなかった。 
そのため、技術研修委員会を通じた EWTEC への技術の移転は行われな

かったものの、EWTEC 職員により、研修の質を維持・改善するために、

研修実施マニュアルを作成したり、内部ミーティングを開催したりするな

ど、技術や知識の蓄積が行われた。 

総合評価：  
研修の質を持続的に確保するための研修マネジメントシステム（計画－実施－モニタリング－評

価）の強化が確認されたため、成果 1 は概ね達成されたと言える。 
理解度試験は、各基礎コースにおいては、終了時に実施されているが、アドバンスコースやオン

デマンドコースでは、研修期間が 2 週間と短く、また研修時間の大半が実地研修に充てられている

ため、実施されていない。ニーズ調査、コース評価、インパクト調査及び聞き取り調査は、C/P が

中心となって定期的に実施されており、それらの結果は次の研修計画に反映されている。また、外

部講師評価データベースは開発され、更新されているものの、EWTEC が直接外部講師を雇用でき

ないことから、データベースは現在活用されてない。EWTEC 職員は、研修の質を維持・改善する

ために、研修実施マニュアルを作成したり、内部ミーティングを開催したりするなど、技術や知識

の蓄積に努めた。 

 

成果 2 
研修を通じ、公的セクター（政府関係者）、民間、NGO の技術者及び TVETC
教員、並びに近隣アフリカ諸国の受講生の地下水開発・水供給にかかる技

術力が向上する。 

指標 達成状況 

1 達成済み 
研修コース数が 15
コースに至る（現

在の計画数） 

 
終了時評価時点において、16 の研修コースが確認された。詳細は以下

のとおりである。 
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基礎コース 1.地下水管理（GWI） 
2.掘削技術（DT） 
3.掘削機械整備（DMMT） 
4.電気機械整備（EMMT） 
5.給水技術（WSE） 

アドバンス 
コース 

6.地下水モデル（GWM） 
7.リモートセンシング（RS） 
8.GIS 
9.同位体水文学（以上アフリカ諸国向け） 
10.井戸診断及びリハビリ 
11.油圧コンポーネント 
12.給水技術（ソフトウェア） 
13.物理探査 

TVETC  
コース 

14.各地方における TVETC 生徒向け研修 
15.EWTECにおけるTVETCインストラクター向け研修

オンデマン

ドコース 
16.ハンドポンプ設置及びメンテナンス 

 

2 部分的に達成 
研修カリキュラ

ム、モジュール、

教材及び配布資料

がすべての研修コ

ースで実技訓練の

割合が多くなるよ

うに改訂される 

 
研修カリキュラム、モジュール、教材及び配布資料は、インストラクタ

ーやコーディネーターにより改訂された。 
下記の図表のとおり、DT を除く基礎コースの実技訓練の割合は年々増

加していることがわかる。GWI、EMMT 及び WSE は比較的実技訓練の割

合が高く、適切な割合だと言える。DT や DMMT は、研修時間の約 60%
まで実技訓練の割合を増やす必要がある。進捗報告書によると、第 5 年次

の WSE においては、実技訓練の割合が全体の 70%以上を占めている。 

 
アドバンスコースやオンデマンドコースは、基礎を習得した研修生を対
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象としているため、学習内容がより明確な分、実技に重点を置き研修を実

施した。5 年次に実施された各コースの実技時間の割合は、ハンドポンプ

導入及びメンテナンスが約 70%、給水技術（ソフトウェアアプリケーショ

ン）が 80%強、井戸診断及びリハビリテーションが約 70%、油圧コンポー

ネントメンテナンスが約 70％と非常に高い割合で確保、提供することがで

きた。 
3 達成済み 

民間及び NGO の

参加が研修生の

10%に至る 

 
DT 及び DMMT は、民間及び NGO が必要としている技術を習得できる

コースである。プロジェクト報告書によると、DT 及び DMMT の全体研修

生における民間及び NGO からの研修生の割合は、中間レビュー以降、10%
以上を維持している。しかし、実際に参加意思はあるものの他の業務等と

の時間的制約から参加に至らなかったケースが確認されている。また、民

間で経験を積んだ技術者は基礎コースよりも GIS やリモートセンシング

等、実践的且つ先端技術を学ぶことができるインターナショナルコースへ

の参加を希望している。 

4 達成済み 
各コースの終了時

に実施される理解

度試験で、研修生

全員の平均が 75％
以上を得点すると

ともに、80%以上

の得点者が過半数

を超える 

 
プロジェクト報告書によると、理解度試験の平均点はどのコースにおい

ても 75%を超えている。また、80%以上の得点者は過半数を超えているこ

とが確認された。 

基礎コース名 平均点
理解度試験

実施回数 80%以上の得点者の割合

地下水管理 78.5% 7 回 51.6%

掘削技術 83.9% 7 回 52.1 

掘削機械整備 85.4% 7 回 84.6%

電気機械整備 81.6% 7 回 62.3%

給水技術 79.7% 5 回 50.8%
 

5 達成済み 
プロジェクト終了

時に、州、県、タ

ウン、郡政府、

TVETC 、民間、

NGO 等の研修受

講者が約 1,500 名

に達する 

 
終了時評価時点においては、1,521 名の技術者が研修を受けたことが確

認された。技術者の所属先詳細は、以下のとおりである。 

所属先名 人数 所属先名 人数

州水局 212 水エネルギー省 20

県 167 地質調査局 12

郡 233 アディスアベバ上下水道公社 23

タウン 33 大学 13

給水建設公社 158 民間 11

水道計画管理公社 15 NGO 1

職業訓練校 468 EWTEC 22

アフリカ諸国 118 その他 11
 

6 達成済み  
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訓練の成果に係る

研修生の上司が研

修生の技能及びパ

フォーマンスに満

足する 

研修生の上司への聞き取り調査によると、研修の前後で、研修生の技術

の向上が確認され、EWTEC の研修は実践的で有効であると評価している。

研修生は、研修受講後、研修を通じて習得した新しい技術、技能及び知識

等を通常の業務に活かしている。その結果、業務内容が改善され、作業時

間の短縮及び効率化につながっている例が確認されている。また、EWTEC
で配布された資料などを用いて、内部研修を実施していることも確認され

た。 

総合評価： 
指標の達成状況を鑑みると、成果 2 は概ね達成されていると言える。 

終了時評価時点において 16 の研修コースが確認できた（内訳：5 基礎コース、8 アドバンスコー

ス、2TVETC コース、1 オンデマンドコース）。インストラクターやコーディネーターは研修生の

ニーズに合わせ、研修カリキュラム、モジュール、教材及び配布資料の改訂を行った。実技訓練の

割合に関し、基礎コース並びにアドバンスコースでは、一部のコースで減っているものの、殆どの

コースで増加している。各コースの終了時に実施される理解度試験では、どのコースの平均点も

75%を超えており、80%以上の得点者は過半数を超えており、研修生の研修理解度の高さが窺える。

終了時評価時点における研修の受講者（技術者）は、1,521 名であった。また、研修を受けた技術

者の上司によると、研修の前後で、研修生の技術の向上が確認されており、研修は実践的で有効で

あると評価されている。 

 

成果 3 
研修事業を実施する EWTEC 職員（インストラクター/コーディネーター）

の指導能力が向上する。 

指標 達成状況 

1 達成済み 

コーディネーター

及びインストラク

ターの知識、技能

力が向上する。 

 

インパクト調査及び聞き取り調査結果によると、コーディネーターとイ

ンストラクターは自ら基礎コースを実施できる能力を身につけている。更

に、研修の準備にも入念に時間を費やし、自信をもって研修を実施してい

る。新たに配置されたコーディネーター及びインストラクターに対して

も、既存のコーディネーター及びインストラクターによる引継ぎや情報共

有が円滑に実施されている。 

第 4 年次以降、給水技術分野の日本人専門家が派遣されておらず、新し

く雇用された給水技術のコーディネーターに対しては、給水技術の専門家

から直接の指導はされていないにも関わらず、他分野の専門家による指導

及び作業内容の改善がなされ、新たな技術の取り入れ方に重点を置いた実

地研修が実施されている。 

本邦研修においては、参加者はエチオピアではまだ取り入れられていな

い技術を見ることが出来たことにより、新しい技術を学ぶことに対するモ

チベーションが向上した。また、事前に抱いていた技術的な疑問を解決す

ることも出来た。 

2 概ね達成  
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コーディネーター

及びインストラク

ターが実技能力を

得る。 

コーディネーター及びインストラクターの実技能力を向上させるため

に、以下の活動が実施された。コーディネーター及びインストラクターは、

実践的な経験を希望しているため、実地研修を中心に行った。 

コース名 活動内容 

掘削技術 実地研修を通し、掘削機の維持管理に係る指導を

行い、掘削機械整備分野等との協働作業や交換が

必要な部品を抽出する作業を実施した。掘削方法

としては、DTH 工法や泥水掘削法を中心に研修を

行った。また、アドバンスコースでは井戸の改修

や井戸内カメラの研修を実施した。 

掘削機械整備 /
電気機械整備 

EWTEC が所有する経年車両の修理作業を繰返し

行うことで、様々な故障を経験し、修理技術の習

得を実施。近年の機械整備には電気と機械両方の

知識・技術が求められるケースが多いため、両分

野共催のアドバンスコースを実施した。 

地下水管理 第 3 年次より、アディスアベバ大学（AAU）との

協働で、リフトバレー・ビラテ川流域での実地研

修や調査研究活動を実施している。また、データ

の取得・解析法やその解釈に至るまでの一連の作

業を通じ、実施能力向上を図った。 

給水技術 第 4 年次以降、1 名のコーディネーターしか配置

されず、また給水技術の専門家が派遣されなかっ

たため、充分な研修が行われたとは言えないが、

他分野を担当する専門家により、作業における問

題点を発見し改善することや、新たな技術の取り

入れ方等に重点が置かれた実地研修が実施され

た。 
 

3 概ね達成 

研修職員の知識・

技術レベル、指導

法、コース運営手

法、指導態度にか

かる研修参加者か

らの満足度が向上

する。 

 

インパクト調査の結果によると、研修を受講した大半の研修生が、

EWTEC での研修は効果があり、実践的知識と技術を身につけることがで

きたと高く評価している。また、研修の内容やコーディネーターやインス

トラクターの指導方法や態度にも満足しているという意見も多数聞かれ

た。また、TVETC を除く 7 機関 76 名へのアンケート調査により、研修の

満足度として以下の結果が出ている。 
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その一方、研修に満足していない研修生も確認された。その理由として、

EWTEC のカフェテリアやドミトリーの質の低さが挙げられる。また、研

修生から研修期間の延長及び新しいモジュールの導入等の要望が挙がっ

ていたものの、その意見を実際の研修に反映させることが出来なかったこ

とも理由の 1 つと考えられる。 

総合評価： 
以下の理由により、EWTEC 職員であるコーディネーター、インストラクター、機械技術者、掘

削技術者は、研修を実施するために必要な専門知識や指導能力を向上させており、成果 3 は概ね達

成されていると言える。 
研修を受講した大半の研修生は、EWTEC での研修は効果があり、実践的知識と技術を身につけ

ることができたと高く評価している。研修の内容やコーディネーター及びインストラクターの指導

方法・態度にも、満足しているという意見も多数聞かれた。本邦研修に参加した参加者全員がエチ

オピアではまだ取り入れられていない技術を見ることができ、それによって、新しい技術を学ぶこ

とへの参加者のモチベーションが向上した。また、コーディネーター及びインストラクターは、自

ら基礎コース研修を実施できるようになり、研修の準備にも入念に時間を費やすことにより、自信

をもって研修を実施するようになった。 
 

成果 4 
EWTEC の組織、財務、会計、人材、マーケティング、ワークショップ管

理の自立的な組織運営能力が強化される。 

指標 達成状況 

1 継続中 

中長期研修戦略及

び実施計画の作成 

 

日本側のサポートの下、EWTEC、水エネルギー省及び教育省により、

公的機関化に向けた協議が進められており、中長期研修戦略のドラフト

が作成された。EWTI 設立に係る法令・法案が閣僚会議に承認されたのち、

中長期研修戦略のドラフトが EWTEC、水エネルギー省及び教育省の 3 機

関により修正され、その後首相府に承認される予定である。なお、実施計

画は中長期戦略計画に含まれている。 
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2 継続中 

EWTEC 実施計画

に基づいた必要な

予算及び人材が確

保される 

 

実施計画に基づき、組織体制計画書及び人員計画書を完成させる予定で

ある。EWTEC が公的機関に組織変更されたのち、これらの計画書を財務

省に直接申請が可能になり、適切な予算や人材を確保できる可能性は高

い。 
3 概ね達成 

マーケティング活

動が促進される。

 

第 4 回 JCC において、指標 3 は以下のとおり修正された。 

EWTEC が半公社化した場合、マーケティング活動が促進される 

↓ 

資金確保のための、活動が促進される 

【指標の修正理由】 

EWTEC は半公社化することになっていたためマーケティング活動を

重要視していたが、その後、公的機関に組織改変されることになり、

国の予算で運営することが明確になり、利益を得るための積極的な活

動を行う必要がなくなった。 

現時点において、EWTEC は研修実施及び施設拡張に必要な予算を確保

するために、WASH、世界銀行、UNICEF 並びにフィンランド大使館への

プロポーザルを申請したことが確認された。 

4 継続中 

EWTEC が公的機

関になった場合、

財務及び組織分析

が実施される。 

 

第 4 回 JCC において、指標 4 は以下のとおり修正された。 

EWTEC が半公社化した場合、財務及び組織分析が実施される。 

↓ 

EWTEC が公的機関になった場合、財務及び組織分析が実施される。

EWTEC が「エ」国政府に正式に公的機関と承認されたのち、財務計画

が作成される見込みである。組織分析は、SWAT 手法を用いて実施された。

5 達成済み 

研修参加者データ

ベースの定期的更

新 

 

EWTEC 職員により、研修データの収集が行われている。収集されたデ

ータは、プロジェクトが雇用している秘書によって取り纏められ、研修参

加者データベースとして定期的に更新されている。 

6 達成済み 

年報の発刊状況

（毎年） 

 
日本人専門家を中心に、年報が毎年発刊されている。また、プロジェク

トのニュースレターは四半期に 1 度発行している。 

7 達成済み 

ホームページの定

期的更新 

 
EWTEC のホームページは、日本人専門家を中心に、四半期に 1 度改定

されている。 

総合評価： 
EWTEC の組織、財務、会計、人材、マーケティング、ワークショップ管理の自立的な運営能力

の強化が確認されており、成果 4 は計画どおりに発現していると言える。 

日本側のサポートの下、EWTEC、水エネルギー省及び教育省により、公的機関化に向けた協議
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が進められ、中長期研修戦略のドラフトが作成された。中長期研修戦略のドラフトは、EWTI 設立

に係る法令・法案が閣僚会議に承認されたのち、EWTEC、水エネルギー省及び教育省の 3 機関に

より修正され、その後首相府に承認される予定である。また、研修実施及び施設拡張に必要な予算

を確保するために、EWTEC は、国際機関やドナーへプロポーザルを申請した。財務計画は、まだ

作成されていないものの、プロジェクト終了時までに作成される見込みである。また、EWTI 設立

後、財務計画が作成される見込みである。組織分析は、SWAT 手法を用い、実施されている。EWTEC
の広報に関しては、研修参加者データベースの定期的更新、年報の発刊、ホームページの定期的更

新が日本人専門家を中心に行われている。 
 

3-4 上位目標の達成見込み 

上位目標の達成見込みは以下のとおりである。 

上位目標 
「エ」国における持続的な給水施設の建設及び維持管理を行うた

めに地下水管理、水供給管理を行う技術者が増加する。 

指標 達成状況 

1 州、県、タウン、郡政府、

政府公社、TVETC（職業訓

練カレッジ：Technical and 
Vocational Education and 
Training College）、民間（コ

ンサルタント、井戸掘削会

社）、NGO 等の技術者のう

ち、約 6,000 名が EWTEC
の研修を受講する。 

中長期戦略計画によると、EWTEC が公的機関に組織改変後 3
年間に、約 3,000 名の研修生を受け入れることが記載されている。

「エ」国政府が、増加が予想される研修生のための施設の拡張予

算の確保、及び、研修を行うための人材（指導者）の確保の 2 点

が実施できれば、EWTEC において上記に加えさらに 3000 名（合

計 6,000 名）以上の技術者が研修を受講できる可能性は高い。 

2 研修生が得た知識、技術が

同僚に伝達される。 
昨年実施されたインパクト調査によると、研修で得た知識や技

術を研修に参加していない同僚に伝達している元研修生がいる

ことが確認された。しかしながら、今後はさらに研修生が知識や

技術を職場の同僚に伝達しやすくするための方法を構築してい

く必要性がある。 

総合評価： 
閣僚会議において EWTEC の公的機関化が承認されれば、EWTEC は EWTI に組織改変される。

中長期研修戦略計画のドラフトにも記載されているとおり、EWTI は今後 3 年間に約 3,000 名の研

修生を受け入れる予定である。その一方、現在の EWTEC の施設及び人材では、エチオピア側だけ

で上位目標を達成することは困難であると判断される。新たな組織となる EWTI が、今後増加する

とされている研修生を受け入れていくためには、施設を拡充するだけでなく、職員を増員する必要

がある。その結果として、上記に加え、さらに 3,000 名の技術者に研修を実施することができると

予想される。 
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3-5 実施プロセスの検証 

（1） オーナーシップ 
プロジェクト活動が経過するに従い、EWTEC の職員は自発的に実地研修を行い、アディスア

ベバ大学などと共同で研修を始めた。日本人専門家への聞き取り調査によると、アドバンスコー

ス及びオンデマンドコースのハンドポンプや油圧コンポーネントの維持管理及び給水技術アプリ

ケーションソフトの研修もイニシアティブを持って実施している。また、EWTI への組織改変を

するに当たり、EWTEC と MoWE が中心となり、教育省を交えて頻繁に打ち合わせを行っている。 

終了時評価時点において、プロジェクトのオーナーシップは日本側よりエチオピア側に移りつ

つあることが確認された。 

（2） コミュニケーション 
中間レビュー評価団より、日本人専門家と C/P 間のコミュニケーションを向上するべきである

との指摘があった。その指摘を受けて、日本人専門家と C/P は定期的に情報を共有し、プロジェ

クトにおける重要事項の意思決定を行うための会議が何度も行われた。これにより、終了時評価

時点においては、C/P とのコミュニケーションを比較的円滑に行うことができ、相互理解が進み、

協力関係が構築されていることが確認された。日本人専門家は、基本的には日本人専門家が

EWTEC に配置される態勢を整え、不在時には C/P にメールや電話で連絡を取るだけでなく、プ

ロジェクトが常駐させているナショナルコンサルタントや秘書にも連絡をとり、定期的にコミュ

ニケーションをとるようにした。 

（3） モニタリング 
EWTEC 職員がニーズ調査やフォローアップ調査などを積極的に実施したことが確認され、

EWTEC のモニタリングシステムは徐々に構築されていると言える。インパクト評価によると、

研修生から実地研修時間を増加してほしいと寄せられた要望に対し、EWTEC はコースカリキュ

ラムの見直し及び改訂を行った。その他に、給水施設設計のためのソフトウェア研修を基礎コー

スから独立させ、新たにアドバンスコースとして追加した。プロジェクトは、モニタリングを定

期的に実施することにより、研修生からの要望に可能な限り対応できていると言える。 

（4） 技術移転の方法 
日本人専門家から EWTEC 職員へ、そして研修生へと技術移転は効果的に実施された。 

まず、基礎コースである EMMT や WSE では全研修時間の約 70%を実技訓練にあて研修を行っ

た。ノースキャロライナ州立大学のジョン.G.リチャードソン教授によると、最も好ましい学習法

は、「行うこと」（70.1%）、そして「見ること」（18.2%）、「議論すること」（6.5%）、「聞くこと」（3.9%）

であるという。研修生は実際に「行うこと」により、直接体験して学び、技術を身につけること

が出来るのである。 

また、日本人専門家からの技術移転の方法として、まずワークショップの整理、整頓、清掃と

いった基本的な内容から指導し、指導者としての責任感を持たせるとともに、技術に対する意識

の改革を重視した。これらは Kaizen と同様の手法である。 

さらに、特に電気・機械整備分野では、故障した機材を実際に修理する機会をつくり、EWTEC
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職員（インストラクター）自身に修理する方法を考えさせるという機会を与えた。自分たちで考

えながら修理を行うことで、彼らの技術力が向上したことが確認された。最初のうちは失敗を恐

れていたものの、失敗する度にその原因を考え、失敗しない工夫をするようになった。失敗から

学ぶアプローチにより、EWTEC 職員は修理方法をより深く理解し、知識、技術を習得すること

ができた。その結果、EWTEC 職員による研修生への指導もより実践的なものとなりつつある。 

（5） PDM の変遷 
2011 年 1 月 27 日に開催された第 3 回合同調整委員会において、PDM 及び PO が修正された。

それ以降、プロジェクトは PDM 及び PO（いずれもヴァージョン 2）に基づき、活動を実施して

いる。修正箇所は、付属資料 3 の「M/M Annex 9」のとおりである。 
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第4章 評価 5 項目 

4-1 妥当性 

「エ」国側の政策やニーズ、日本の「エ」国に対する援助方針、対象地域とのニーズの整合性、ま

た日本の技術の優位性の観点から、妥当性は「高い」と言える。 

（1） 「エ」国の政策との整合性 
2010 年 9 月に策定された新 5 か年開発計画「成長と構造改革計画（GTP：Growth and 

Transformation Plan）」によると、「エ」国は 2015 年までに安全な水へのアクセス率を 98.5%とす

ることを目標としている。また、水セクター開発分野では、給水・衛生に特化した国家給水衛生

向上計画（UAP：Universal Access Programme、2012 年改訂）において、農村地域での給水率の向

上と適切な技術を持つ人材（管理者、技術者、技工）の確保を掲げており、地下水開発を中心と

した給水施設の建設、維持管理等のための人材養成が急務となっている。よって、本プロジェク

トは、「エ」国政府の政策との整合性を確保している。 

（2） 我が国の対「エ」国援助方針との整合性 
対「エ」国国別援助方針および事業展開計画（2012 年 4 月改訂）において、以下 4 つの重点分

野、①農業・農村開発、②民間セクター開発、③インフラ開発、④教育が打ち出されている。こ

の中で、食糧の安全保障に係る農業・農村開発分野を援助の基本方針として重要視しており、地

方部における地下水開発および安全な給水の確保が必要とされている。このような方針のもと、

本プロジェクト目標は、①農業・農村開発分野の小目標である「安全な水へのアクセス向上と給

水施設の維持管理」に合致している。 

（3） 対象地のニーズとの整合性 
「エ」国は、EWTEC を拠点とし、今後ニーズが高まる地方政府技術者、給水職業訓練校教員、

民間・NGO 技術者などをターゲットとした人材育成に取り組んでいる。UAP2 では、2015 年まで

に給水率を98.5%に到達させることを目標としているものの、2013年5月時点の給水率は未だ60%
であり、目標給水率にはほど遠い（水と公衆衛生目録を参照）。目標給水率を達成させるために、

UAP2 では 1 万 6 千人の技術者を育成しなくてはならないとしており、プロジェクト目標と UAP2
には整合性があると言える。 

（4） EWTEC をプロジェクト実施機関及びターゲットグループとすることの適切性 
EWTEC は地下水開発・水供給分野における人材育成を専門とする、唯一の教育機関である。

このことから、地方の人材育成の中核となるスタッフの能力強化という意味でカウンターパート

機関として適切である。主に、州、県、郡からの技術者や職業訓練校の教員などを研修生として

受け入れており、プロジェクトの効果がこれらの人材の同僚や訓練校の生徒等に波及する効果も

期待できる。 

（5） 日本の技術の優位性 
我が国は、水資源管理分野において、世界の様々な国々における人材育成・組織管理の支援に

長年の経験を有している。特に地下水モデル、GIS、リモートセンシングといった日本の技術は
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最先端であり、本プロジェクトにも効果的に導入されている。また、本プロジェクトのフェーズ

1 及び 2 を実施した過去 10 年間の経験も本プロジェクトへ有効に適用された。 

4-2 有効性 

プロジェクト終了時までに、指標を達成するための活動が継続的に実施され、またプロジェクトに

よる成果が維持されれば、プロジェクトの有効性は「高い」と判断できる。 

（1） 「プロジェクト目標」の達成度 
「3-2 プロジェクト目標の達成状況」で述べたとおり、プロジェクト終了時までに達成される

可能性は高いものの、中長期計画や財務計画の策定など、プロジェクト終了時まで対応しなけれ

ばならない活動が残っている。しかし、それらの活動は明確であり、数か月以内に 4 つの指標は

満たされる可能性が高いことから、プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標が達成される

可能性は高い。 

（2） 「成果」から「プロジェクト目標」の達成に対するロジック 
本プロジェクトの 4 つの成果は、EWTEC が地下水開発・水供給分野における人材育成の中核

機関として、技術者のニーズに合う且つ質の高い研修実施に必要なすべての要素を網羅しており、

成果の産出はプロジェクト目標の達成に直接つながっている。「3-3 成果の達成状況」で述べた

とおり、期待された成果はおおむね達成されており、EWTEC が質の高い研修を提供するための

基盤が、技術面、人材面、運営管理面等の様々な側面で確立されたと判断できる。しかし、4 つ

の成果の達成度及びプロジェクト目標の達成の見込みは「概ね高い」と判断されるものの、EWTEC
が EWTI に組織変更した場合は、更なる多くの技術者に研修を実施する必要があるため、今後の

研修管理能力においては更なる改善が必要である。 

（3） JICA の他スキームとの連携 
ソマリ州ジジガの職業訓練校で実施された電気機械整備分野の研修においては、同州で実施さ

れている技術協力プロジェクト「ジャラル渓谷及びシェベレ川流域水資源開発計画策定・緊急給

水プロジェクト（以下、ソマリプロジェクト）」と連携を図り、実施された。EWTEC から派遣さ

れた 2 名の職員には、ソマリプロジェクトの日本人専門家が実施した実施研修を通して技術移転

が行われた。また、ソマリプロジェクトの C/P と意見交換をする機会が設置され、パイロットプ

ラントサイトや現地のワークショップを訪問する機会もあった。これらは、EWTEC 職員が、他

地域の水資源分野の知見を広げるだけでなく、その視野をも広げることのできる絶好の機会とな

った。 

4-3 効率性 

投入実績により生み出される成果の程度の観点から、効率性は「中程度」と判断される。 

（1） 各「成果」の達成度 
「3-3 成果の達成状況」に示したとおり、終了時評価時点において、4 つの成果は部分的に達

成されている。残りのプロジェクト期間では、以下の点に留意しつつ成果にかかる活動を充実さ

せ、その発現を加速させることにより、プロジェクト終了時までに、全ての成果は達成されると

判断される。 
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1. 研修の質の確保（成果1） 
成果 1 の指標の達成状況のとおり、研修の質を継続的に確保するための研修マネジメントシ

ステムは強化されつつあると言える。今後は、EWTEC がプロジェクト活動により移転された

技術、知識、研修の質を向上させるノウハウを確実に蓄積することが出来るよう、研修に必要

な機材、指導要領、指導マニュアルを整備していくことが重要である。 

2. 民間及びNGOからの参加者の巻き込み（成果 2） 
研修に民間及び NGO からの人々を巻き込むとともに、理解度試験で 80%以上の研修生が研

修生全体の過半数を占めるよう、引き続き、プロジェクトの努力が求められる。 

3. 中長期戦略計画（成果 4） 

中長期研修戦略のドラフトが作成された。EWTI 設立に係る法令・法案が閣僚会議に承認さ

れたのち、中長期研修戦略のドラフトが EWTEC、水エネルギー省及び教育省の 3 機関により

修正され、その後首相府に承認される予定である。なお、実施計画は中長期戦略計画に含まれ

ており、組織体制計画書及び人員計画書実施計画は、実施計画に基づき完成される予定である。 

（2） 投入の質、量、タイミングの適切さ 
日本人専門家及び C/P への聞き取り調査、プロジェクト進捗報告書を通じ、以下の結果が確認

された。 

 プロジェクトの開始時より、研修を行うために必要な C/P が EWTEC に適切に配置されてい

ないことが確認された。日本人専門家は配置されているものの、C/P が配置されておらず、

技術移転が行えなかったコースもあった。C/P を増員するために職員を募集したものの、

EWTEC が新規雇用者に提示した給与額に不満の声が多く、適切な人材を確保できなかった。 
 プロジェクト期間中、本邦研修が 3 回実施された。聞き取り調査によると、研修参加者全員

が研修に大変満足していることが確認された。実際に日本で、エチオピアではまだ取り入れ

られていない技術に触れると共に、もっと新しい技術を学びたい、日本で学んだ技術をエチ

オピアで活用したいという参加者のモチベーションの向上につながった。また、参加者は、

事前に抱いていた技術的な疑問を解決することが出来た。 
 本邦研修後、研修に参加した C/P が主なインストラクターとしてアドバンスコースを実施し

た。彼らのモチベーションは非常に高く、本邦研修で学んだ内容を生かして、研修教材の大

半を自ら準備した。従来日本人専門家が中心に実施していたアドバンスコースの準備を自ら

率先して行ったことは大きな変化である。 
 研修を実施するために必要な予算は、「エ」国政府及び UNICEF 等からの外部資金などを確

保したことが確認されたものの、施設や資機材の維持に必要な予算は十分に確保できていな

い。 
 本プロジェクトの投入実績ではないが、無償資金協力を通じて EWTEC への掘削機等の資機

材投入が行われた。各州で行われた実施研修で投入した資機材を使用することにより、

EWTEC の能力向上が図られた。 
 
（3） 「活動」から「成果」に至る外部条件 

終了時評価時点においては、外部条件 1 と 3 以外は満たされていないことが確認された。現在
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満たされている外部条件が維持され、満たされていない外部条件が満たされなければ、プロジェ

クトの終了までに、プロジェクト目標の達成は難しい。プロジェクトは政府と協力して、外部条

件を満たすよう努めるべきである。 

外部条件1－6 現状

1 研修機関としての EWTEC の責務と機能が維持される。 〇 
2 適正な人数の EWTEC 職員が配置され、勤務し続ける。 × 

3 研修講師の待遇が現状より悪化しない。 〇 

4 研修実施のための予算措置が適切に行われる（優秀な外部講師の確保を含む）。 × 

5 EWTEC の施設並びに機材の拡充にかかる予算措置が適切に行われ、実施される。 × 

6 EWTEC の施設及び機材のための予算が確保され、実行される。 × 
 

4-4 インパクト 

インパクトは「概ね高い」と判断できる。EWTEC は、公的機関である EWTI になるための最終段

階にあると言える。また、プロジェクトの活動により複数の正のインパクトが確認された。他方、負

のインパクトは確認されていない。 

（1） 「上位目標」の達成見込み 
プロジェクトの成果として上位目標の達成を検証することは時期尚早であるが、EWTEC が

EWTI に組織変更され、EWTEC に必要な人員を配置し、研修に必要な予算を確保することにより、

継続して研修を行うことが可能になれば、その達成見込みはあるといえる。 

（2） 「プロジェクト目標」から「上位目標」に至る外部条件 
下記の表は、終了時評価時点及び 3－5 年後のプロジェクト目標から上位目標に至る外部条件の

状況を示している。外部条件 1 と 3 は、満たされていないことが確認されたものの、プロジェク

トにネガティブなインパクトを及ぼすレベルではないと判断される。エチオピア側への聞き取り

調査によると、EWTEC が EWTI に組織改編することにより、5 つの上位目標が満たされる可能性

が高く、上位目標の達成は、外部条件の影響を受ける可能性は低い。 

外部条件 1－6 
状態 

終了時評価時点 3－5 年後 

1 EWTEC の研修キャパシティーが拡張する。 満たされていない 満たされる 

2 EWTEC 修了生による給水事業が継続的に実施される。 満たされている 満たされる 

3 水供給の施設改善のための予算（研修予算を含む）が確保

され、水供給事業が継続する。 

部分的に 

満たされている 

満たされる 

4 「エ」国の水資源に深刻な影響を与えるような自然災害が

発生しない。 

満たされている 満たされる 

5 「エ」国政府の水セクターにおける給水開発・管理政策が

大幅に変更しない。 

満たされている 満たされる 

6 水セクターに対する他ドナーの人材育成支援が継続する。 満たされている 満たされる 
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（3） プロジェクトの波及効果 
プロジェクト報告書及び日本人専門家への聞き取り調査結果では、プロジェクト実施による正

のインパクトとして以下が確認された。なお、負のインパクトは確認されていない。 

＜インターナショナルコース＞ 
 研修参加後、技術の向上が認められ、責任の重いマネジメントポストに昇格した。 
 研修生同士の間で、研修終了後に情報交換をするためのネットワークや交友関係が構築さ

れた。 
＜基礎及びアドバンスコース＞ 

 研修参加後、研修生は、技術や知識、研修の質を維持するためのノウハウを蓄積するため

に、内部ミーティングを定期的に行うようになった。 
＜EWTEC の組織改変＞ 

 EWTEC の組織存続が危ぶまれていた状況の下、プロジェクト側は水エネルギー省に対して、

EWTEC の存在と活動意義の重要性を明確にし、水エネルギー省の意識改革をおこなった。

また同時に、EWTEC の公的機関への組織改変の必要性を示した。その後、「エ」国側と日

本人専門家を中心にタスクフォースが設立され、EWTI への組織改変ための必要書類を作成

した。また、現在、教育省が加わり、組織改変に向け、水エネルギー省と教育省の合同調

査委員会が中心となり EWTEC 組織改変の話に向けた取り組みが進められている。 
＜EWTEC 施設の建設＞ 

 EWTEC の研修施設の建設が、日本国政府の見返り資金を用い、「エ」国側を中心に実施さ

れていることが確認された。 
＜技術移転の方法＞ 

 EWTEC で導入したロープポンプが、全国レベルに波及し始め、その波及効果の 1 つとして

ロープポンプの維持管理のための技術協力プロジェクト「飲料水用ロープポンプの普及に

よる地方給水衛生・生活改善プロジェクト」が開始された。 

4-5 持続性 

政策的側面における持続性は確保される見通しがあるものの、組織的側面、財政的側面及び技術的

側面における持続性の確保には課題が残る。持続性は、以下の観点から「中程度」と判断される。 

（1） 政策的側面 
「4-1 妥当性」に記述したとおり、「エ」国の給水・衛生に特化した UAP II は、農村地域での

給水率の向上と適切な技術を持つ人材（管理者、技術者、技工）の確保を掲げており、地下水開

発を中心とした給水施設の建設、維持管理等のための人材養成の必要性を挙げている。また、「エ」

国政府は、EWTEC が今後も地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機関として、「エ」国全土

の技術者を対象にし、研修を実施することを重要視している。 

（2） 組織的側面 
聞き取り調査やプロジェクト報告書によると、EWTEC のプロジェクトに対するオーナーシッ

プは徐々に確保されつつあることが確認された。プロジェクトが進むにつれて、EWTEC の研修

管理能力が強化され、EWTEC 職員は徐々に主導権をもって活動を実施するようになった。 
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しかし、EWTEC が地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機関として「エ」国の技術者の

能力向上のための研修を継続的に実施するためには、EWTEC が公的機関となることが最も重要

であり、そのためには研修や財政管理を含む組織運営能力の定着が必須となる。今後は、既に能

力の向上が認められている EWTEC の職員が、これから新規に配置される予定の職員に対して教

育・指導を行えるよう、組織レベルでの機能を確立するための活動の実施が望まれる。 

（3） 財政的側面 
プロジェクト終了後の EWTEC の予算確保に関しては、EWTEC を公的機関化することで、

EWTEC は独自のアカウントをもち、さらには、財務省に直接予算を申請することが出来るため、

申請した予算金額を確保できる可能性は高い。ただし、公的機関化した EWTEC の組織としての

位置付けや支給額については予測の域である。 

現在、EWTEC は、研修実施及び施設拡張に必要な予算を確保するために、WASH や世界銀行、

UNICEF やフィンランド大使館へのプロポーザルを申請している。正式にプロポーザルが承認さ

れるのは、EWTEC が公的機関になってからではあるものの、「エ」国政府だけでなく、ドナーか

らの財政的支援が受けられることになれば、財政面での持続性は高いと思われる。 

（4） 技術的側面 
EWTEC 職員は、能力の個人差はあるものの、問題を解決しようとすることによりモチベーシ

ョンが向上し、主体性をもって活動を行うようになった。座学（理論）や実施研修を通じ、計画、

実施、モニタリング、評価などの一連の研修マネジメントシステムは強化された。 

その一方、EWTEC 職員の離職率が高いため、退職する職員から新規に採用される職員へ、確

実に知識や技術を移転するよう、引き継ぎシステムを構築するなど、個人ではなく、EWTEC と

いう組織に技術や技能を定着させる方法を確立する必要がある。それに加え、EWTEC は離職の

原因の 1 つである職員の給与水準を引き上げ、EWTEC に勤務することに魅力を感じ、誇りを持

てるような対策を検討し、スタッフの離職を引き留める必要がある。 
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第5章 結論 

プロジェクト期間中、「エ」国側からの人材及び運営管理費の投入が十分に行われなかった。これ

により、活動の進捗だけでなく、成果の達成にも影響を及ぼした。このような状況の中で、プロジェ

クトに配置された EWTEC 職員は、日本人専門家とともにプロジェクト目標を達成するために尽力し

た。また、プロジェクト活動を通じて、自らイニシアティブを持って研修を行う必要性および重要性

を理解するようになった。その結果、研修機関としての EWTEC の運営管理能力が、内部ミーティン

グや日本人専門家からの技術移転、本邦研修を通じて徐々に強化された。したがって、プロジェクト

目標は達成される可能性が高い。 

一方、EWTEC は現在、公的機関への組織改変中であり、技術面や財政面に関する持続性は、今後

の懸念事項である。残りのプロジェクト期間に必要な取り組みを明確にするために、終了時評価チー

ムから提言が示された（第 6 章参照）。 
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第6章 提言 

プロジェクト目標である“「エ」国における地下水開発・水供給人材育成にかかる中核機関として

の EWTEC の機能が確立される”は、本プロジェクトを通じ、概ね達成されていると言えるものの、

プロジェクト目標の達成を確実にし、本プロジェクトの持続性を向上させるため、以下を提言する。 

プロジェクト終了時までの短期的提言は以下のとおりである。 

1. 成果 1（研修マネジメントシステムの構築）に関して、研修を受けた職員の高い離職率が阻害要

因であった。言い換えれば、マネジメントシステムを確立するためには、職員の離職率を抑制す

る必要がある。したがって、高い離職率を抑制するシステムを構築することが、研修マネジメン

トシステムを確立するための必須条件となる。具体的なシステムとして、職員への給与増加に加

え、退職者から新任職員への引継書および直接指導の実施、実技のビデオ録画、IT ネットワー

ク環境の整備などが挙げられる。 

2. 成果 2（技術能力の向上）に関して、基礎コースで実技の時間が十分に確保できなかった。特に、

DMMT コースでは、コースコーディネーターの突然の離職により、5 年次の DMMT の実地研修

時間は 44%にとどまっている。EWTEC によって新規採用された職員の質・能力を改善・向上さ

せることが急務である。その他のコースに関しては、必要に応じて実地研修の割合を 70%まで

引き上げることが望まれる。実技研修の時間を増やすにあたり、カリキュラムの見直し及び改訂

が必要である。 

3. 成果 3（能力の向上）に関して、インストラクター個人の能力向上だけでなく、研修機関として

の能力を向上させる必要がある。成果 2 で述べたとおり、実地研修を充実させるにあたり、多く

のインストラクターを実地研修に割り当てることが望まれる。また、退職者から新任職員への引

継書および直接指導の実施、実技のビデオ録画、IT ネットワーク環境の整備なども重要である。 

4. 成果 4（運営管理能力の強化）に関して、MoWE による予算調達能力が強化される必要がある。

エチオピアの水セクターは、現在、安全な水へのアクセスと公衆衛生への意識を強化するために、

ドナーや政府の大半の活動を統括するワンウォッシュナショナルプログラム（OWNP）との連携

を進めている。EWTEC は、水セクターにおいて、人材育成の中核機関として OWNP に参画す

るために、同プログラムと密なコミュニケーションが重要である。EWTEC が「エ」国の水セク

ター能力開発にかかる中核機関としての位置付けを確立させるために、MoWE はさらなる努力

が必要である。 

以下は、EWTEC の EWTI への組織改変後に考慮すべき提言である。 

1. インパクト調査及び終了時評価調査団による聞き取り調査によると、フェーズ 3 期間中に実施さ

れたインターナショナルコースは高い評価を得ていることが確認された。アフリカ諸国の技術者

にとって、地下水開発・水供給に関する技術を学べる機会は限られているため、JICA がインタ

ーナショナルコースの継続的支援を行うことが望まれる。地下水モデルや同位体水文学コースで

は、フィールド実習として「エ」国の現場を活用することができる。このような機会を最大限に
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活用すべく、EWTEC は JICA と協力し、インターナショナルコースを実施することが期待され

る。 

2. EWTEC は、EWTI に組織改変後、地下水開発、水理地質学、掘削に関する長期コースを実施す

る予定だが、実施に当たり、これらコースのカリキュラムやコース計画の作成、研修教材開発及

び TVETC 教員への研修を行うことが必要である。そのために、水エネルギー省は支援の可能性

のあるパートナーを検討する必要がある。また、CoC との連携も考慮する必要がある。 

3. 新しい組織 EWTI としての持続的な組織マネジメント体制は、これから本格的に構築される必要

があることが本評価調査を通じて明らかとなった。EWTI への移行後に任命される所長（Director 
General）へのアドバイザーやアドバンス研修の講師として、日本の関係分野の高等機関等から

人材を派遣することが望ましい。 
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第7章 技術アドバイザーの所感 

～EWTEC の国際研修コースとサブサハラ・アフリカにおける 
JICA の地下水資源管理に関する戦略～ 

 
（1） EWTEC の国際研修コース 

EWTEC では、フェーズ 2 プログラムの 1 年目から、国際研修コース（ITC）を開始した。最初

は地下水モデル（GM）コースを実施し、アフリカ英語圏を中心に 15 か国から 20 名、地元エチ

オピアから 10 名の研修生を受け入れた。GM コースが大好評であったことから、次いで地下水管

理のための GIS（GIS），地下水管理のためのリモートセンシング（RS）コースを随時導入した。 

そして、12 年度から IAEA との連携で、同位体水理地質学（IH）コースを導入した。これらの

コースはいずれも 3～5 週間の短期研修であるが、研修生並びにその母体組織から非常に高い評価

を受けていることが、EWTEC の評価調査で判明している。これまでの累計の研修生は 362 名に

上っており、そのうち約 1/3 がエチオピア人である。 

（2） 地下水資源開発・管理に必須な技術 
ITC で導入した技術は、地下水（帯水層）開発・管理（GDM）を実施する上で、各種の物理探

査（GE）、あるいは掘削技術と並び、必要かつ不可欠なものである。特に、GM は GDM を行う上

で、キーとなる技術と考えられている。GM 技術を利用することで、特定の帯水層の賦存量を定

量的に解析することが出来、あるいは、特定範囲の地下水の水位の将来予測が可能となり、さら

には、ある帯水層の特定範囲から、どの程度の地下水の揚水が許容されるか等の解析も出来る。

HI、GIS、RS、GE 等の技術も大変重要であり、これらの技術を使って得られたデータや情報を基

に、帯水層のより精巧なモデルを構築することが可能となるのである。 

（3） ITC の位置づけ 
上述した ITC はいずれも短期の研修コースであり、研修受講者も必ずしもそれぞれの国で直接

GDM に関わっている人たちとは限らない。EX 研修生の中でほんの一握りの人たちが、それぞれ

の国のそれぞれの分野で専門家となっているのみである。しかしながら、その他の受講生は少な

くとも、どのような技術を使うことにより、地下水の賦存量を定量的に把握することが出来るか、

技術を活用することにより、いかなる事項を解明することが出来るか、ある帯水層の精巧な GM
を構築するためには、いかなるデータや情報の蓄積が必要となるか、そのためには、IH、GIS、
RS、GE 等の技術を大いに駆使することが必要であることを理解している。また、EX 研修生は、

それぞれの国で GDM を実践して行くためには、ITC で行っているそれぞれの分野で、高い専門

性と経験を持った専門家を養成しなければならないことを理解している。 

従って JICA は、サブサハラ・アフリカ諸国（SSA）で、今後 GDM を実践して行く上での人的

な裾野を広げるための手段である、と ITC を位置付けている。そのためには、ITC を継続的に実

施して、裾野をさらに広げるとともに、EX 研修生のネットワークを構築して、ニュースレター

を発行する等、JICA から各種の情報を発信する等して、人的な裾野を強固なものにすることを検

討している。 
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（4） JICA の SSA における GDM の戦略 
SSA 諸国では、地下水資源は給水や灌漑のための大切な水源と考えられている。しかし、近年

の気候変動や異常気象現象、あるいは過剰な揚水行為によって、SSA 諸国の多くの主たる帯水層

が、枯渇の危機を迎えていると言われている。そのためそれぞれの関係機関の人たちは、それぞ

れの主たる帯水層について、早期に適切な地下水管理計画（GMP）を策定し、それをなるべく早

く実践して行かなければならないことを痛感している。しかし、SSA 諸国では、適切な GMP を

策定し、それを実践するための、経験を積んだ要員が不足しており、現場で調査を行うための最

新の機材も、解析を行うソフトウェアもなく、要員を現場に派遣する予算も不足しているのが現

状である。そのために、彼らは、JICA に適切な GMP を策定し、それを実践するための援助を要

請して来ている。 

現在 JICA では、これらの要請に対して、以下のような戦略を検討している。一方で上述の ITC
により GDM に関する人的な裾野を広げること。他方で、その裾野の上に GMP を策定し、それを

実践出来る専門家を養成、育成する。そのために、主たる帯水層を擁する国々で、GDM に関す

る技術協力プロジェクトを立ち上げて、プロジェクトの中におけるプログラムとして詳細な帯水

層調査を C/P と一緒に行って、最終的な成果品として GMP を C/P とともに策定し、C/P と共にそ

の GMP を実践するのである。結果として、それぞれの分野の専門家が育成され、自身の手で地

下水（帯水層）管理が適切に実行に移されることとなる。 

（5） ITC を EWTEC で継続的に実施する必然性 
ITC をエチオピアの EWTEC で継続的に実施することの利点は以下のような点があげられる。 

 EWTEC では ITC Implementation Manual を策定しており、ITC を実行する上でのアドミ、あ

るいはロジスティックな面でのノウハウを蓄積している。 
 EWTEC では GM、GIS、RS、IH の各教科で使用するための教材を開発しており、その教材

は、EWTEC 近郊の現場での実技研修を行うフィールドを基としている。例えば、GM では、

アディスアベバ上下水道庁（AWASSA）の 25 本の井戸群（Akaki 井戸群）の揚水量、水位

変化等、過去10年以上に渡るデータを研修で使用。あるいは、ブタジラーズワイ地区の 14000
カ所以上の井戸の GIS が作成されており、この地区のアスター画像により Water Point を机

上で抽出して、それらを現場で確認する等の現場実習を行っている。また、IH コースの現

場実習用のサンプルを取水するための試験井、あるいはそれらサンプルの同位体分析を行

うための実験施設（アディスアベバ大学水理学教室）が準備されている。 
 一番大事な点は、EWTEC、MoWE が ITC の実施に意欲的に取り組むことを約束している

こと。EWTEC は数か月以内に Public Institute に格上げされることが決まっており、組織も

改変・拡充される見通しである。 
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第8章 団長の所感 

（1） 1998 年以来、JICA は EWTEC プロジェクトへの支援を実施してきた。EWTEC プロジェクトは

15 年にわたる我が国の開発協力により作り上げられた JICA にとって貴重な経験である。「エ」

国の水供給セクターが抱える問題を考えると、JICA は EWTEC の能力向上のために今後も協力

を続ける必要がある。 
 
（2） EWTEC は、水エネルギー省内のプロジェクトとして位置づけられているため、組織としては

脆弱である。この特性により、職員の満足する給与額を提供することが難しく、それにより職

員の高い離職率をもたらされている。そのため、プロジェクトという位置づけではない公的機

関への組織改変を実現させる必要があり、組織改変なくしては、EWTEC の持続性の確保は難

しい。EWTEC の組織改変は、「エ」国側と日本人専門家側との間で、過去何年も望まれつつも、

実現されていない協議事項である。一方、組織改変と同時に、「エ」国政府がドナーや国際機

関に財政支援を申請するためのプロポーザルを提出し、予算を確保することが望まれる。 
 
（3） 2000 年代、セクター・プログラム・アプローチは援助の有効性を高めるため、伝統ドナー国が

実際に活用したアプローチである。ONE WASH とは、「エ」国の政策目標であると共に、財政

的モダリティ、調達システム及び行動規範に力点を置いている水セクタープログラムの最新の

枠組みを指しており、実際に地域住民や民間セクターを対象にプロジェクトを実施するわけで

はない、ドナーにセクター財政支援を促進するプログラムである。これは、サイモン・マクス

ウェル氏（英国国際開発研究所前所長）が”フレームワーク・アプローチ” と呼んでいる典型

的なプログラム・アプローチである。これに対し、マクスウェル氏が日本的アプローチと呼ぶ

“イングリーディエント手法”は、プロジェクトの実施・運営を基本とし、技術並びに実践に

重きを置いているのである。政策研究大学院大学の和泉洋人教授及び大野健一教授はアフリカ

開発に関する論文の中で、フレームワーク・アプローチとイングリーディエント・アプローチ

は相互補完性があると指摘している。 
現在、日本政府はプロジェクトベースのアプローチを実行しており、財政支援として多額の

資金投入は行っていない。その理由として、財政支援だけでは日本国政府により生み出された

効果がはっきりとは見えにくい上に、資金の有効性が明瞭ではなく、国レベルの実施能力が脆

弱なことによる、適切な資金の活用が難しいということが挙げられる。よって、JICA による

支援の大部分は、プロジェクトベースの技術協力である。しかしながら、フレームワーク・ア

プローチとイングリーディエント・アプローチの間には相互補完性だけでなく、相乗効果性も

あると思われる。EWTEC は、給水システムにおける品質管理と基準の維持だけでなく、ONE 
WASH の枠組み内で人材を育成する技術的な役割を果たすことができるのである。EWTEC と

水セクターにおける他の JICA プロジェクトは、現地のニーズに合った実用的な知識や情報を

も蓄積している。それ故に、ONE WASH と EWTEC を含めた JICA のプロジェクトが今後も密

接に連携していくことが必要である。 
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